
運用報告書（全体版）
第 5 期

（決算日 2015年 4 月10日）

受益者のみなさまへ

毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申
し上げます。

さて、「ダイワ日本株・バリュー発掘ファ
ンド・ヘッジ型（ダイワＳＭＡ専用）」は、
このたび、第 ₅ 期の決算を行ないました。

ここに、期中の運用状況をご報告申し上げ
ます。

今後とも一層のお引立てを賜りますよう、
お願い申し上げます。

<4825>

ダイワ日本株・バリュー
発掘ファンド・ヘッジ型
（ダイワＳＭＡ専用）

★当ファンドの仕組みは次の通りです。
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式／特殊型（絶対収益追求型）
信 託 期 間 約 ₄ 年 ₁ カ月間（₂₀₁₂年 ₉ 月₁₀日～₂₀₁₆年₁₀月 ₇ 日）
運 用 方 針 わが国の株式市場全体の値動きにかかわらず、安定した収益

の確保をめざして運用を行ないます。

主 要 投 資 対 象
ベビーファンド

イ ．ダイワ日本株・バリュー発掘マザー
ファンドの受益証券

ロ．わが国の株価指数先物取引
ダイワ日本株・
バ リ ュ ー 発 掘
マザーファンド

わが国の金融商品取引所上場株式（上場予
定を含みます。以下同じ。）

ベビーファンド
の 運 用 方 法

①主として、マザーファンドの受益証券を通じて、わが国の金
融商品取引所上場株式に投資し、市場平均を上回る収益の獲得
を追求するとともに、当ファンドにおいてわが国の株価指数先
物取引の売建てを行ない、株式市場全体の動きの影響を限定し
ます。株式への投資と先物取引の売建てを組合わせた株式ヘッ
ジ戦略により、市場平均に対する超過収益の獲得をめざします。
②わが国の株価指数先物取引は、ＴＯＰＩＸ先物取引を利用す
ることを原則としますが、流動性その他を考慮して他の株価指
数先物取引等を利用することがあります。
③株価指数先物取引にかかる証拠金の水準を考慮し、マザーファ
ンドの受益証券の組入比率を調整します。
④株式以外の資産（他の投資信託受益証券を通じて投資する場
合は、当該他の投資信託の信託財産に属する株式以外の資産の
うち、この投資信託の信託財産に属するとみなした部分を含み
ます。）への投資は、原則として、信託財産総額の50％以下と
します。
⑤信託財産の純資産総額の ₅ ％以内でＪ－ＲＥＩＴ（不動産投
資信託証券）（他の投資信託受益証券を通じて投資する場合
は、当該他の投資信託の信託財産に属するＪ－ＲＥＩＴのう
ち、この投資信託の信託財産に属するとみなした部分を含みま
す。）に投資することがあります。当該Ｊ－ＲＥＩＴは、外貨
建資産を保有する場合があります。外貨建資産への実質投資割
合は、原則として、信託財産総額の50％以下とします。

マザーファンド
の 運 用 方 法

①銘柄の選定については、運用担当者の方針に基づき、主に
業績動向、株価のバリュエーション等に着目して行ないます。
②個別銘柄の流動性、株価水準等を考慮し、ポートフォリオ
を構築します。
③株式の組入比率は、通常の状態で信託財産の純資産総額の
₈₀％程度以上とすることを基本とします。
④運用の効率化をはかるため、わが国の株価指数先物取引等
を利用することがあります。このため、株式の組入総額と株
価指数先物取引等の買建玉の時価総額の合計額が、信託財産
の純資産総額を超えることがあります。
⑤株式以外の資産への投資は、原則として、信託財産総額の
₅₀％以下とします。
⑥信託財産の純資産総額の ₅ ％以内でＪ－ＲＥＩＴに投資す
ることがあります。当該Ｊ－ＲＥＩＴは、外貨建資産を保有
する場合があります。外貨建資産への実質投資割合は、原則
として、信託財産総額の₅₀％以下とします。

組 入 制 限
ベビーファンドのマザーファンド組入上限比率

無制限ベビーファンドの株式実質組入上限比率
マ ザ ー フ ァ ン ド の 株 式 組 入 上 限 比 率

分 配 方 針

分配対象額は、経費控除後の配当等収益と売買益（評価益を
含みます。）等とし、原則として、基準価額の水準等を勘案し
て分配金額を決定します。ただし、分配対象額が少額の場合
には、分配を行なわないことがあります。各計算期末におけ
る収益分配前の基準価額（ ₁ 万口当り）が₁₀, ₀₀₀円超の場合、
₁₀, ₀₀₀円を超える額をめどに分配金額を決定します。なお、
計算期末に向けて基準価額が大きく上昇した場合など基準価
額の動向等によっては、実際の分配額がこれと異なる場合が
あります。

当ファンドは、ファミリーファンド方式で運用を行ないます。ファミリーファン
ド方式とは、受益者からの資金をまとめてベビーファンド（当ファンド）とし、
その資金を主としてマザーファンドの受益証券に投資して、実質的な運用をマ
ザーファンドで行なう仕組みです。

東京都千代田区丸の内一丁目 9番 1号
お問い合わせ先（コールセンター）
TEL 0 1 2 0 ― 1 0 6 2 1 2
　　　（営業日の 9：00～17：00）
h t t p : / /www . d a iw a－am . c o . j p /



ダイワ日本株・バリュー発掘ファンド・ヘッジ型（ダイワＳＭＡ専用）

■最近 5 期の運用実績

決 算 期
基 準 価 額

株　　式
組入比率

株　　式
先物比率

投資信託
証　　券
組入比率

純 資 産
総　　額（分配落） 税 込 み

分 配 金
期　　中
騰 落 率

円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円
₁ 期末（2013年 ₄ 月10日） ₁₀, ₁₄₇ ₁, ₂₀₀ ₁₃. ₅ ₁₀₃. ₁ △ ₁₀₈. ₀ ― ₆, ₆₂₉ 
₂ 期末（2013年₁₀月10日） ₁₀, ₁₈₈ ₇₈₀ ₈. ₁ ₉₁. ₇ △ ₈₇. ₈ ₀. ₆ ₉, ₃₂₇ 
₃ 期末（2014年 ₄ 月10日） ₁₀, ₀₀₂ ₆₈₀ ₄. ₈ ₉₃. ₃ △ ₉₉. ₂ ₀. ₅ ₁₁, ₃₇₃ 
₄ 期末（2014年₁₀月10日） ₁₀, ₀₀₄ ₁, ₂₀₀ ₁₂. ₀ ₁₀₁. ₇ △ ₁₀₀. ₈ ₀. ₇ ₁₄, ₄₁₄ 
₅ 期末（2015年 ₄ 月10日） ₉, ₅₇₈ ₀ △ ₄. ₃ ₈₅. ₅ △ ₈₅. ₀ ₀. ₂ ₂₁, ₇₀₉ 

（注 ₁ ）基準価額の騰落率は分配金込み。
（注 ₂ ）組入比率は、マザーファンドの組入比率を当ファンドベースに換算したものを含みます。
（注 ₃ ）株式先物比率は買建比率－売建比率です。
（注 ₄ ）当ファンドは、ファンドの運用方針に対して適切な比較指数がないため、ベンチマークおよび参考指数を記載しておりません。

■当期中の基準価額の推移
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ダイワ日本株・バリュー発掘ファンド・ヘッジ型（ダイワＳＭＡ専用）

《運用経過》

◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₁₀, ₀₀₄円　期末：₉, ₅₇₈円　騰落率：△₄. ₃%
【基準価額の主な変動要因】

「ダイワ日本株・バリュー発掘マザーファンド」を通じて、保有していた中小型・新興市場の多くの銘柄の騰落率がＴＯ
ＰＩＸを下回ったため、基準価額は値下がりしました。

◆投資環境について
○国内株式市況

国内株式市況は、期首より、世界経済の先行き不透明感などからいったん下落したものの、日銀による予想外の追加金
融緩和やＧＰＩＦ（年金積立金管理運用独立行政法人）の国内株式運用比率引上げ決定、円安の大幅な進行などを受け
て、急速に反発し上昇しました。₁₂月以降は、原油価格急落によるロシア経済の不安やギリシャ情勢混迷によるユーロ安
などから下落する局面もありました。₂₀₁₅年 ₁ 月半ばからは、ＥＣＢ（欧州中央銀行）による量的金融緩和の決定や日米
景気の着実な回復、春闘でのベア高め妥結期待、良好な株式需給関係などを受けて、株価は上昇しました。

年　　月　　日
基 準 価 額

株 式
組入比率

株 式
先物比率

投資信託
証　　 券
組入比率騰 落 率

円 ％ ％ ％ ％
（期首）₂₀₁₄年₁₀月₁₀日 ₁₀, ₀₀₄ ― ₁₀₁. ₇ △ ₁₀₀. ₈ ₀. ₇

₁₀月末 ₉, ₉₄₉ △ ₀. ₅ ₉₁. ₇ △ ₉₁. ₂ ₀. ₅
₁₁月末 ₁₀, ₀₁₂ ₀. ₁ ₈₇. ₀ △ ₈₆. ₆ ₀. ₅
₁₂月末 ₁₀, ₁₇₅ ₁. ₇ ₈₆. ₈ △ ₈₆. ₆ ―

₂₀₁₅年 ₁ 月末 ₁₀, ₀₈₉ ₀. ₈ ₈₉. ₀ △ ₈₈. ₇ ―
₂ 月末 ₉, ₆₄₉ △ ₃. ₅ ₈₈. ₇ △ ₈₈. ₇ ―
₃ 月末 ₉, ₆₀₁ △ ₄. ₀ ₈₂. ₉ △ ₈₀. ₆ ―

（期末）₂₀₁₅年 ₄ 月₁₀日 ₉, ₅₇₈ △ ₄. ₃ ₈₅. ₅ △ ₈₅. ₀ ₀. ₂
（注）騰落率は期首比。
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ダイワ日本株・バリュー発掘ファンド・ヘッジ型（ダイワＳＭＡ専用）

◆前期における「今後の運用方針」

・株式組入比率
マザーファンドの受益証券を高位で組入れ、一方で、ＴＯＰＩＸ先物取引を同程度売建てます。
マザーファンドにつきましては、消費税増税の影響や物価上昇による内需の低迷が懸念されるほか、欧州や新興国の

景気減速などが懸念される状況ですが、金融緩和による資金余剰の状況や公的年金の株式ウエート引上げ観測などか
ら、引続き堅調な相場展開を想定し、現状程度の組入比率を維持する方針です。景気動向や海外株式、為替動向、信用
リスク拡大などから株価の調整が想定される場合には、一時的に組入比率を引下げることも検討します。

・ポートフォリオ
（₁）業種構成

足元好調な設備投資・建設投資関連セクターや中長期での成長が期待される情報・通信関連セクターなどに注目
してまいります。相場全体の不透明感が強くなった場合や景気の先行き不透明感が強くなった場合には、ディフェ
ンシブセクターのウエート引上げを検討いたします。

（₂）個別銘柄
引続き、バリュエーションが割安で業績が回復傾向にある銘柄中心のポートフォリオを継続する方針です。注目

銘柄は以下の銘柄です。
　　①個々の技術や競争力などにより、中長期での成長が期待される銘柄
　　②代替エネルギー、蓄電池、燃料電池など環境関連で成長が期待される銘柄
　　③人手不足の状況に対応するロボット関連銘柄
　　④設備投資や建設投資拡大の恩恵が期待される銘柄
　　⑤時価総額が解散価値を下回るなど企業買収の対象となりうる銘柄
　　などです。

◆ポートフォリオについて
○当ファンド

「ダイワ日本株・バリュー発掘マザーファンド」の受益証券へ投資を行なうと同時に、株価指数先物を同比率程度売建
てました。

○ダイワ日本株・バリュー発掘マザーファンド
企業の収益性・安全性などのファンダメンタルズやＰＥＲ（株価収益率）、ＰＢＲ（株価純資産倍率）などの株価指

標、株式需給やテクニカル要因等にも留意して、おおむね₃₁₀～₃₄₀銘柄程度を選択して投資しました。
株式の組入比率は、おおむね₉₅～₉₉％程度としました。
業種構成は、業績好調な銘柄やバリュエーション面から魅力的な銘柄などを買付け、小売業、不動産業、化学、医薬品

などの組入比率を引上げました。一方、大幅に上昇した銘柄や上値の重い銘柄などを売却し、機械、金属製品、ゴム製
品、鉄鋼などの組入比率を引下げました。期末では、電気機器、化学、機械、卸売業などを中心としたポートフォリオと
しました。

個別では、大幅に上昇した東洋ゴムやセイコーエプソンなどを売却しました。一方、業績好調なソニーや村田製作所な
どを買付けました。

◆ベンチマークとの差異について
当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークや参考指数を設けておりません。
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ダイワ日本株・バリュー発掘ファンド・ヘッジ型（ダイワＳＭＡ専用）

◆分配金について
当期は、基準価額の水準等を勘案して、収益分配を見送らせていただきました。
なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。

■分配原資の内訳（ 1 万口当り）

項 目
当 期

₂₀₁₄年₁₀月₁₁日
～₂₀₁₅年 ₄ 月₁₀日

当 期 分 配 金（ 税 込 み ）（円） ―
対 基 準 価 額 比 率（％） ―
当 期 の 収 益（円） ―
当 期 の 収 益 以 外（円） ―

翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（円） ₇
（注 ₁ ） 「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」
は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

（注 ₂ ） 円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注 ₃ ） 当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

《今後の運用方針》

○当ファンド
「ダイワ日本株・バリュー発掘マザーファンド」の受益証券へ投資を行なうと同時に、株価指数先物を同比率程度売建て

ます。
○ダイワ日本株・バリュー発掘マザーファンド

引続き、バリュエーション面から割安感があり業績改善が期待される銘柄を中心としたポートフォリオを継続する方針で
す。特に、株主還元の積極化が期待される銘柄や自動車の電装化・安全対策、ウエアラブル端末、マイナンバー、電力自由
化、軍事・航空に関連する銘柄などに注目してまいります。また、株価が割安となり企業買収の対象となり得る銘柄や中長
期での成長が期待される銘柄などにも注目してまいります。
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ダイワ日本株・バリュー発掘ファンド・ヘッジ型（ダイワＳＭＡ専用）

■売買および取引の状況
（1）先物取引の種類別取引状況

（₂₀₁₄年₁₀月₁₁日から₂₀₁₅年 ₄ 月₁₀日まで）

種　類　別 買　　　建 売　　　建
新規買付額 決 済 額 新規売付額 決 済 額

国
内

百万円 百万円 百万円 百万円
株式先物取引 ― ― ₆₈, ₃₇₂ ₇₁, ₁₁₈ 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

（2）親投資信託受益証券の設定・解約状況
（₂₀₁₄年₁₀月₁₁日から₂₀₁₅年 ₄ 月₁₀日まで）

設 定 解 約
口 数 金 額 口 数 金 額

ダイワ日本株・
バリュー発掘
マザーファンド

千口 千円 千口 千円

₄, ₄₉₈, ₂₈₁ ₁₂, ₇₀₀, ₀₀₀ ₄, ₂₇₅, ₆₀₆ ₁₃, ₈₆₅, ₀₀₀ 

（注）単位未満は切捨て。

■ 1 万口当りの費用の明細

項　　　目
当期

項　　目　　の　　概　　要（₂₀₁₄. ₁₀. ₁₁～₂₀₁₅. ₄. ₁₀）
金　額 比　率

信託報酬  ₅₇円 ₀. ₅₇₆％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 
　　　　　期中の平均基準価額（月末値の平均値）は₉, ₈₉₀円です。

（投信会社）  （₃₈）  （₀. ₃₈₈） 投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価額の計算、目論見書・運用報告書の作成等の対価
（販売会社）  （₁₆）  （₀. ₁₆₁） 販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの管理、購入後の情報提供等の対価
（受託銀行）  （₃）  （₀. ₀₂₇） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料  ₂₅   ₀. ₂₅₀   売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権総口数 
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

（株式）  （₁₉）  （₀. ₁₈₉） 
（先物）  （₆）  （₀. ₀₆₀） 
（投資信託証券）  （₀）  （₀. ₀₀₁） 

有価証券取引税 ― ― 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数 
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

その他費用  ₀   ₀. ₀₀₃   その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
（監査費用）  （₀）  （₀. ₀₀₃） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
合　　　　計  ₈₂   ₀. ₈₂₈  

（注 ₁ ） 期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算出した結果です。なお、売買委託
手数料、有価証券取引税およびその他費用は、このファンドが組入れているマザーファンドが支払った金額のうち、このファンドに対応するものを含みます。

（注 ₂ ）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。
（注 ₃ ）比率欄は ₁ 万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して₁₀₀を乗じたものです。

■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
（₂₀₁₄年₁₀月₁₁日から₂₀₁₅年 ₄ 月₁₀日まで）

項 目 当 期
ダイワ日本株・バリュー発掘マザーファンド

（ａ）期 中 の 株 式 売 買 金 額 ₁₂₃, ₂₆₆, ₀₈₄千円 

（ｂ）期中の平均組入株式時価総額 ₄₉, ₆₄₇, ₈₁₆千円 

（ｃ）売 買 高 比 率 （ａ）／（ｂ） ₂. ₄₈ 
（注 ₁ ）（b）は各月末現在の組入株式時価総額の平均。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

■利害関係人との取引状況
（1）ベビーファンドにおける期中の利害関係人との取引状

況
（₂₀₁₄年₁₀月₁₁日から₂₀₁₅年 ₄ 月₁₀日まで）

決 算 期 当 期

区 分 買付額等
A

う ち 利 害
関係人との
取引状況 B

B/A 売付額等
C

う ち 利 害
関係人との
取引状況 D

D/C

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
株式先物取引 ₇₁, ₁₁₈ ₆₀, ₁₂₀ ₈₄. ₅ ₆₈, ₃₇₂ ₅₈, ₃₅₁ ₈₅. ₃ 

コール・ローン ₃₀₁, ₃₉₁ ― ― ― ― ― 

（2）マザーファンドにおける期中の利害関係人との取引状
況

（₂₀₁₄年₁₀月₁₁日から₂₀₁₅年 ₄ 月₁₀日まで）
決 算 期 当 期

区 分 買付額等
A

う ち 利 害
関係人との
取引状況 B

B/A 売付額等
C

う ち 利 害
関係人との
取引状況 D

D/C

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
株 式 ₆₀, ₁₇₂ ₁₈, ₅₇₁ ₃₀. ₉ ₆₃, ₀₉₃ ₁₉, ₂₇₅ ₃₀. ₆ 

株式先物取引 ₁, ₇₉₁ ― ― ₁, ₄₂₃ ― ― 

投資信託証券 ₁₆₉ ₁₁₃ ₆₇. ₃ ₃₅₃ ₄₂ ₁₂. ₀ 

コール・ローン ₁₅₃, ₀₀₈ ― ― ― ― ― 
（注）平均保有割合₅₁. ₀％
※ 平均保有割合とは、マザーファンドの残存口数の合計に対する当該ベビーファン

ドのマザーファンド所有口数の割合。
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ダイワ日本株・バリュー発掘ファンド・ヘッジ型（ダイワＳＭＡ専用）

■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₅年 ₄ 月₁₀日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 22， ₆8₆， ₇90， 503円

コ ー ル   ・ ロ ー ン 等 ₂, ₀₂₃, ₈₀₄, ₆₉₉  
ダ イ ワ 日 本 株 ・ バ リ ュ ー 発 掘
マ ザ ー フ ァ ン ド（評価額） ₁₉, ₂₅₆, ₄₇₀, ₈₀₄  
差 入 委 託 証 拠 金 ₁, ₄₀₆, ₅₁₅, ₀₀₀  

（Ｂ）負 債 9₇₇， 384， 041  
未 払 金 ₇₇₇, ₈₆₅, ₅₈₀  
未 払 解 約 金 ₃₃, ₄₆₃, ₅₀₀  
未 払 信 託 報 酬 ₁₆₅, ₂₈₂, ₇₀₀  
そ の 他 未 払 費 用 ₇₇₂, ₂₆₁  

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 21， ₇09， 40₆， 4₆2  
元 本 ₂₂, ₆₆₅, ₂₀₆, ₉₇₈  
次 期 繰 越 損 益 金 △  ₉₅₅, ₈₀₀, ₅₁₆  

（Ｄ）受 益 権 総 口 数 22， ₆₆5， 20₆， 9₇8口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 9， 5₇8円

＊ 期首における元本額は₁₄, ₄₀₈, ₆₀₀, ₉₄₂円、当期中における追加設定元本額は
₁₈, ₈₉₉, ₄₅₉, ₇₈₁円、同解約元本額は₁₀, ₆₄₂, ₈₅₃, ₇₄₅円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は₉, ₅₇₈円です。
＊当期末の純資産総額が元本額を下回っており、その差額は₉₅₅, ₈₀₀, ₅₁₆円です。

■損益の状況
当期　自₂₀₁₄年₁₀月₁₁日　至₂₀₁₅年 ₄ 月₁₀日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 ₇30， 1₇9円

受 取 利 息 ₇₃₀, ₁₇₉
（Ｂ）有価証券売買損益 4， 509， 219， 995

売 買 益 ₅, ₄₇₀, ₃₂₄, ₃₁₈
売 買 損 △ ₉₆₁, ₁₀₄, ₃₂₃

（Ｃ）先物取引等損益 △ 5， 411， 14₇， 05₇
取 引 益 ₃₀, ₈₉₃, ₉₈₄
取 引 損 △ ₅, ₄₄₂, ₀₄₁, ₀₄₁

（Ｄ）信 託 報 酬 等 △ 1₆₆， 054， 9₆1
（Ｅ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ） △ 1， 0₆₇， 251， 844
（Ｆ）追加信託差損益金 111， 451， 328

（配 当 等 相 当 額）（ ₁₂, ₃₂₇, ₇₇₇）
（売 買 損 益 相 当 額）（ ₉₉, ₁₂₃, ₅₅₁）

（Ｇ）合 計（Ｅ＋Ｆ） △ 955， 800， 51₆
次期繰越損益金（Ｇ） △ 955， 800， 51₆
追 加 信 託 差 損 益 金 ₁₁₁, ₄₅₁, ₃₂₈

（配 当 等 相 当 額）（ ₁₂, ₃₂₇, ₇₇₇）
（売 買 損 益 相 当 額）（ ₉₉, ₁₂₃, ₅₅₁）
分 配 準 備 積 立 金 ₄, ₈₂₅, ₃₂₁
繰 越 損 益 金 △ ₁, ₀₇₂, ₀₇₇, ₁₆₅

（注 ₁ ） 信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注 ₂ ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注 ₃ ） 収益分配金の計算過程は ₇ ページの「収益分配金の計算過程（総額）」の
表を参照。

（3）利害関係人である金融商品取引業者が主幹事となって
発行される有価証券

（₂₀₁₄年₁₀月₁₁日から₂₀₁₅年 ₄ 月₁₀日まで）

種　　　　　類
当　　　　　期

ダイワ日本株・バリュー発掘マザーファンド
買　　付　　額

百万円

株　　　　　式 ₁₃₈
（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

（4）期中の売買委託手数料総額に対する利害関係人への支
払比率

（₂₀₁₄年₁₀月₁₁日から₂₀₁₅年 ₄ 月₁₀日まで）
項 目 当 期

売 買 委 託 手 数 料 総 額（Ａ） ₇₁, ₇₇₆千円 

うち利害関係人への支払額（Ｂ） ₃₈, ₁₇₁千円 

（Ｂ）／（Ａ） ₅₃. ₂％ 
（注） 売買委託手数料総額は、このファンドが組み入れているマザーファンドが支

払った金額のうち、このファンドに対応するものを含みます。

※ 利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第₁₁条第 ₁ 項に規定される
利害関係人であり、当期における当ファンドに係る利害関係人とは、日の出証
券、大和証券です。

■組入資産明細表
（1）先物取引の銘柄別期末残高（評価額）

銘　　柄　　別 当　　　期　　　末
買　建　額 売　建　額

国
内 Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ

百万円 百万円 

― ₁₈, ₆₄₈ 
（注）単位未満は切捨て。

■投資信託財産の構成
₂₀₁₅年 ₄ 月₁₀日現在

項 目 当　　　期　　　末
評　価　額 比　　 率

千円 ％
ダイワ日本株・バリュー発掘マザーファンド ₁₉, ₂₅₆, ₄₇₀ ₈₄. ₉ 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₃, ₄₃₀, ₃₁₉ ₁₅. ₁ 

投 資 信 託 財 産 総 額 ₂₂, ₆₈₆, ₇₉₀ ₁₀₀. ₀ 
（注）評価額の単位未満は切捨て。

（2）親投資信託残高

種 類 期　　首 当 期 末
口　　数 口　　数 評 価 額

千口 千口 千円
ダイワ日本株・バリュー発掘
マ ザ ー フ ァ ン ド ₅, ₄₄₂, ₃₂₆ ₅, ₆₆₅, ₀₀₀ ₁₉, ₂₅₆, ₄₇₀ 

（注）単位未満は切捨て。
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ダイワ日本株・バリュー発掘ファンド・ヘッジ型（ダイワＳＭＡ専用）

■収益分配金の計算過程（総額）
項 目 当 期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₄, ₈₂₅, ₃₂₁円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益  ₀
（ｃ）収 益 調 整 金 ₁₂, ₃₂₇, ₇₇₇
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金  ₀
（ｅ）当 期 分 配 対 象 額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₁₇, ₁₅₃, ₀₉₈
（ｆ）分 配 金  ₀
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ｅ－ｆ） ₁₇, ₁₅₃, ₀₉₈
（ｈ）受 益 権 総 口 数 ₂₂, ₆₆₅, ₂₀₆, ₉₇₈口

《お知らせ》
●運用報告書（全体版）の電子交付について

　2014年12月 1 日施行の法改正により、運用報告書は「交付運用報告書」と「運用報告書（全体版）」（本書）の 2 種類になりま
したが、「運用報告書（全体版）」については、交付に代えて電子交付する旨を信託約款に定めました。

●書面決議手続きの改正について
　重大な約款変更や繰上償還の際に行なう書面決議について、2014年12月 1 日施行の法改正により以下の点が変更されたことに
伴い、信託約款の該当箇所の変更を行ないました。
・ 書面決議の可決要件が、「受益者の半数以上の賛成かつ受益者の保有する議決権の 3 分の 2 以上の賛成を得ること」から「受益

者の保有する議決権の 3 分の 2 以上の賛成を得ること」に変更されました。
・ 投資信託の併合を行なう際、すべての場合で書面決議が必要とされてきましたが、その併合が受益者の利益に及ぼす影響が軽

微なものであるときは、当該併合に関する書面決議が不要となりました。
・ 書面決議に反対した受益者による受益権買取請求の規定について、一部解約請求に応じる投資信託（当ファンドは該当します。）

には適用されなくなりました。

【本資料は、受益者のみなさまにファンドの運用状況をお知らせするためのものであり、投資の勧誘を目的としたものではありません。】
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ダイワ日本株・バリュー発掘マザーファンド

＜補足情報＞
　当ファンド（ダイワ日本株・バリュー発掘ファンド・ヘッジ型（ダイワＳＭＡ専用））が投資対象としている「ダイ
ワ日本株・バリュー発掘マザーファンド」の決算日（₂₀₁₄年₁₀月₁₀日）と、当ファンドの決算日が異なっておりますの
で、当ファンドの決算日（₂₀₁₅年 ₄ 月₁₀日）現在におけるダイワ日本株・バリュー発掘マザーファンドの組入資産の内
容等を ₈ ～₁₀ページに併せて掲載いたしました。

■組入資産明細表
　下記は、2015年 4 月10日現在におけるダイワ日本株・バリュー発掘マザーファンド（13， 19₇， 35₇千口）の内容です。

（1）国 内 株 式
（上場株式）

■ダイワ日本株・バリュー発掘マザーファンドの主要な売買銘柄
株　　　　式

（₂₀₁₄年₁₀月₁₁日から₂₀₁₅年 ₄ 月₁₀日まで）
買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付

銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価 銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価
千株 千円 円 千株 千円 円

三菱商事 ₅₇₈ ₁, ₃₁₀, ₈₅₈ ₂, ₂₆₇  東洋ゴム ₅₁₅. ₁ ₁, ₂₀₆, ₆₁₄ ₂, ₃₄₂ 
富士重工業 ₃₀₉. ₄ ₁, ₂₄₄, ₉₈₀ ₄, ₀₂₃  富士重工業 ₂₉₂. ₄ ₁, ₂₀₃, ₄₈₇ ₄, ₁₁₅ 
日本航空 ₃₁₇. ₂ ₁, ₁₆₁, ₆₂₈ ₃, ₆₆₂  三菱商事 ₅₁₆ ₁, ₁₅₄, ₆₈₄ ₂, ₂₃₇ 
ソニー ₂₈₁ ₉₃₀, ₂₆₈ ₃, ₃₁₀  川崎汽船 ₃, ₁₈₀ ₉₅₉, ₅₅₁ ₃₀₁ 
川崎汽船 ₃, ₈₄₀ ₉₃₀, ₁₅₈ ₂₄₂  日本航空 ₂₆₂. ₂ ₉₃₉, ₈₀₆ ₃, ₅₈₄ 
ミクシィ ₁₆₀. ₆ ₈₃₉, ₅₁₇ ₅, ₂₂₇  ＪＵＫＩ ₂, ₀₆₂ ₈₁₀, ₆₅₄ ₃₉₃ 
マツダ ₂₉₃ ₈₁₄, ₂₇₄ ₂, ₇₇₉  マツダ ₂₉₃ ₈₀₂, ₆₅₀ ₂, ₇₃₉ 
村田製作所 ₅₂. ₄ ₇₉₆, ₄₉₈ ₁₅, ₂₀₀  セイコーエプソン ₁₃₇. ₂ ₇₇₁, ₂₉₉ ₅, ₆₂₁ 
ヤマハ発動機 ₂₈₈ ₇₂₇, ₇₇₇ ₂, ₅₂₇  ミクシィ ₁₄₁. ₄ ₇₁₄, ₅₃₂ ₅, ₀₅₃ 
大豊建設 ₁, ₃₁₂ ₇₁₀, ₄₉₆ ₅₄₁  ミネベア ₄₂₁ ₆₉₀, ₈₉₂ ₁, ₆₄₁ 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）金額の単位未満は切捨て。

銘　　　　　柄
₂₀₁₅年 ₄ 月₁₀日現在
株　数 評 価 額

千株 千円
水産・農林業（0． 4％）

日本水産 ₃₉₄ ₁₄₆, ₉₆₂
アクシーズ ₃. ₉ ₆, ₇₈₆

建設業（4． 9％）
ウエストホールディングス ₈₀ ₈₉, ₂₈₀
第一カッター興業 ₁₉₇ ₄₃₇, ₃₄₀
東急建設 ₂₆₄ ₁₈₇, ₁₇₆
北弘電社 ₄₃ ₁₇, ₂₀₀
松井建設 ₂₂₃ ₁₅₄, ₉₈₅
大豊建設 ₂₃₀ ₁₄₆, ₂₈₀
田辺工業 ₈₄. ₆ ₈₂, ₀₆₂
青木あすなろ建設 ₈₃. ₄ ₇₃, ₃₀₈
名工建設 ₂₁₆ ₁₆₇, ₈₃₂
東洋建設 ₁₃₀ ₆₀, ₅₈₀
テノックス ₂₁₆ ₁₅₆, ₃₈₄
積水ハウス ₃₀ ₅₄, ₉₄₅
東京エネシス ₉₆ ₁₀₇, ₉₀₄
高田工業所 ₄₈ ₃₃, ₅₀₄

銘　　　　　柄
₂₀₁₅年 ₄ 月₁₀日現在
株　数 評 価 額

千株 千円
太平電業 ₉₁ ₈₅, ₀₈₅
明星工業 ₁₂₀ ₇₈, ₃₆₀
ダイダン ₁₀ ₈, ₄₉₀
高橋カーテンウォール ₂₅₁. ₈ ₁₉₆, ₄₀₄

食料品（1． 3％）
江崎グリコ ₂ ₁₂, ₃₆₀
岩塚製菓 ₂₀. ₂ ₁₄₄, ₂₂₈
森永乳業 ₁₆ ₇, ₆₄₈
明治ホールディングス ₅. ₃ ₈₄, ₁₆₄
Ｓ Ｆｏｏｄｓ ₁₂₀. ₃ ₂₆₆, ₃₄₄
キユーピー ₄ ₁₄, ₀₂₀
太陽化学 ₂₄. ₅ ₂₂, ₀₅₀

繊維製品（0． 8％）
サイボー ₇₃. ₇ ₄₂, ₀₈₂
帝人 ₄₂₀ ₁₇₈, ₀₈₀
サカイ オーベックス ₇₁₀ ₁₄₄, ₁₃₀

化学（10． 9％）
旭化成 ₁₀₇ ₁₂₃, ₇₄₅

銘　　　　　柄
₂₀₁₅年 ₄ 月₁₀日現在
株　数 評 価 額

千株 千円
共和レザー ₁₇₁. ₄ ₁₃₅, ₇₄₈
住友精化 ₆₈ ₆₀, ₅₈₈
テイカ ₂₄ ₁₀, ₄₄₀
東ソー ₆₈₀ ₄₄₃, ₃₆₀
セントラル硝子 ₆₆ ₃₇, ₆₂₀
ダイソー ₁₁₀ ₄₆, ₅₃₀
関東電化 ₅₂₄ ₄₂₆, ₅₃₆
電気化学 ₃₇₀ ₁₈₅, ₀₀₀
第一稀元素化学工 ₃₄. ₁ ₁₃₃, ₅₀₁
本州化学 ₆₃ ₇₂, ₁₃₅
大日精化 ₂₇₀ ₁₇₀, ₁₀₀
積水化成品 ₄₈₆ ₂₂₂, ₅₈₈
タイガース ポリマー ₃₀₈ ₂₅₃, ₁₇₆
フジプレアム ₂₁₈. ₄ ₈₄, ₇₃₉
ダイキョーニシカワ ₃₈ ₁₃₆, ₈₀₀
竹本容器 ₂₇. ₇ ₃₈, ₂₂₆
松本油脂製薬 ₀. ₂ ₁, ₈₆₆
ダイトーケミックス ₂ ₅₅₂
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銘　　　　　柄
₂₀₁₅年 ₄ 月₁₀日現在
株　数 評 価 額

千株 千円
扶桑化学工業 ₁₂₃. ₂ ₁₉₇, ₈₅₉
日油 ₁₁₆ ₁₀₇, ₃₀₀
花王 ₁₀ ₆₁, ₃₁₀
中国塗料 ₁₉₀ ₂₀₃, ₈₇₀
日本特殊塗料 ₁₈₆. ₈ ₁₄₆, ₈₂₄
アトミクス ₁₈. ₇ ₉, ₄₆₂
ＤＩＣ ₁, ₂₅₈ ₄₆₁, ₆₈₆
荒川化学工業 ₁₆ ₂₀, ₅₁₂
ＪＣＵ ₃₉. ₈ ₂₀₉, ₇₄₆
寺岡製作所 ₁₈₉ ₁₀₂, ₂₄₉
有沢製作所 ₂₅₂ ₂₅₁, ₄₉₆
レック ₆ ₈, ₈₈₀
天馬 ₃₂. ₁ ₆₃, ₀₄₄
パーカーコーポレーション ₄₉₃ ₂₈₈, ₄₀₅

医薬品（2． 0％）
協和発酵キリン ₇₄ ₁₂₇, ₁₃₂
わかもと製薬 ₄₀ ₁₂, ₅₆₀
科研製薬 ₆₁ ₂₈₁, ₂₁₀
エーザイ ₈. ₃ ₆₉, ₉₇₇
小野薬品 ₁₁. ₂ ₁₄₇, ₇₂₈
日本ケミファ ₃₇₀ ₂₂₄, ₅₉₀

石油・石炭製品（1． 0％）
富士石油 ₁₃ ₅, ₁₇₄
ＭＯＲＥＳＣＯ ₈₇ ₁₉₃, ₇₄₉
JX ホールディングス ₄₇₅ ₂₂₉, ₈₀₅

ゴム製品（1． ₇％）
ブリヂストン ₄₇. ₂ ₂₃₇, ₅₅₇
オカモト ₄₂₇ ₂₀₀, ₆₉₀
フコク ₁₇. ₂ ₂₀, ₁₇₅
相模ゴム ₄₉₂ ₂₉₇, ₆₆₀

ガラス・土石製品（2． 1％）
神島化学 ₂₆₆ ₁₅₅, ₆₁₀
ノザワ ₅₂₄ ₂₉₈, ₆₈₀
トーヨーアサノ ₁₄₀ ₃₄, ₅₈₀
ヤマックス ₂₂₂ ₆₆, ₆₀₀
品川リフラクトリーズ ₃₆₃ ₁₀₉, ₆₂₆
フジミインコーポレーテッド ₄₀ ₈₆, ₈₄₀
クニミネ工業 ₁₉₈. ₃ ₁₅₄, ₂₇₇

鉄鋼（2． 2％）
日新製鋼 ₆₈ ₁₁₁, ₅₂₀
北越メタル ₂₁₉ ₅₆, ₉₄₀
東京鋼鐵 ₁₄₈ ₆₀, ₆₈₀
東洋鋼鈑 ₁₅₈. ₃ ₈₆, ₄₃₁
モリ工業 ₅₁₂ ₂₁₅, ₅₅₂
東北特殊鋼 ₄₆. ₁ ₆₆, ₂₄₅
新報国製鉄 ₁₁₀. ₅ ₉₆, ₆₈₇
栗本鉄工所 ₁₆₉ ₃₉, ₃₇₇
鈴木金属 ₆₆ ₁₈, ₆₁₂
日本精線 ₃₄₆ ₂₁₇, ₉₈₀

非鉄金属（0． ₇％）
日本軽金属ＨＤ ₁, ₂₀₀ ₂₂₀, ₈₀₀
東邦チタニウム ₆ ₆, ₄₉₂
日本精鉱 ₂₄₅ ₉₂, ₃₆₅

金属製品（1． 8％）
ケー・エフ・シー ₁₅₇ ₃₁₇, ₇₆₈
サンコーテクノ ₁₃₄ ₁₇₄, ₄₆₈
三ツ知 ₆. ₅ ₁₁, ₄₀₁
三和ホールディングス ₄ ₃, ₆₀₈
日東精工 ₁₈₄ ₆₉, ₁₈₄

銘　　　　　柄
₂₀₁₅年 ₄ 月₁₀日現在
株　数 評 価 額

千株 千円
東京製綱 ₄₁₄ ₇₇, ₀₀₄
兼房 ₁₂₁ ₁₃₈, ₅₄₅

機械（10． 2％）
ツガミ ₂₂₀ ₁₆₅, ₂₂₀
牧野フライス ₃₄₃ ₃₅₄, ₃₁₉
小池酸素 ₅₂₇ ₁₈₀, ₂₃₄
DMG 森精機 ₁₈₂. ₅ ₃₅₅, ₈₇₅
ディスコ ₁₅. ₃ ₁₈₉, ₂₆₁
タケダ機械 ₂₂₀ ₇₁, ₇₂₀
高松機械工業 ₁₁₅. ₂ ₈₇, ₇₈₂
日進工具 ₁₂₃ ₂₄₅, ₁₃₉
パンチ工業 ₉₆ ₁₂₆, ₉₁₂
やまびこ ₆₉. ₄ ₃₈₈, ₆₄₀
レオン自動機 ₁₇₄ ₈₃, ₃₄₆
前田製作所 ₂₇₃ ₁₄₈, ₇₈₅
日精エーエスビー ₆. ₉ ₁₆, ₄₉₁
技研製作所 ₅₆. ₆ ₁₂₅, ₇₀₈
日精樹脂工業 ₁₆₂. ₅ ₂₁₁, ₄₁₂
オカダアイヨン ₈₁. ₄ ₉₀, ₂₇₂
北川鉄工所 ₃₃₆ ₈₄, ₃₃₆
鶴見製作所 ₁₀₀. ₈ ₁₇₃, ₄₇₆
三精テクノロジーズ ₉₇. ₈ ₅₃, ₃₉₈
北越工業 ₁₂₇. ₇ ₁₂₄, ₁₂₄
加藤製作所 ₂₉₇ ₂₃₂, ₅₅₁
タダノ ₆₉ ₁₀₉, ₅₀₃
兼松エンジニアリング ₁₇₉. ₅ ₁₇₂, ₃₂₀
竹内製作所 ₆₅. ₇ ₃₉₄, ₂₀₀
ＪＵＫＩ ₁₂₇ ₄₅, ₅₉₃
新晃工業 ₁₉. ₄ ₂₃, ₈₀₃
ＴＰＲ ₅₃. ₆ ₁₇₃, ₁₂₈

電気機器（18． 2％）
ミネベア ₆₇ ₁₂₂, ₄₇₆
三相電機 ₄₁₁ ₁₆₈, ₅₁₀
西芝電機 ₃₁₆ ₆₃, ₅₁₆
ダブル・スコープ ₉ ₇, ₉₃₈
ダイヘン ₃₃₆ ₁₉₉, ₅₈₄
愛知電機 ₁₀₆ ₄₆, ₉₅₈
田淵電機 ₁₁₀ ₁₅₃, ₁₂₀
ＳＥＭＩＴＥＣ ₅₅. ₃ ₁₁₆, ₄₀₆
寺崎電気産業 ₂₁₇ ₃₀₄, ₂₃₄
ミマキエンジニアリング ₁₁₂. ₈ ₁₃₂, ₉₉₁
コンテック ₈₈. ₉ ₈₈, ₈₁₁
戸上電機 ₄₉₃ ₂₇₆, ₅₇₃
富士通 ₃₁₀ ₂₆₆, ₆₀₀
富士通コンポーネント ₁. ₆ ₇₂₃
能美防災 ₁₅₆ ₂₄₄, ₁₄₀
ホーチキ ₁₉₂ ₁₅₉, ₅₅₂
星和電機 ₂₀₀ ₇₉, ₈₀₀
日立国際電気 ₅₈ ₉₀, ₈₈₆
ソニー ₁₈₄ ₆₇₆, ₆₆₀
アルプス電気 ₇₆ ₂₃₄, ₈₄₀
フオスタ－電機 ₁₇. ₅ ₅₄, ₃₃₇
名古屋電機工業 ₁₃₈ ₆₉, ₄₁₄
大井電気 ₁₈₃ ₆₁, ₈₅₄
リオン ₆₈. ₉ ₁₀₉, ₃₄₄
新コスモス電機 ₆. ₆ ₉, ₂₅₃
本多通信工業 ₁₄₂ ₂₁₁, ₅₈₀
アオイ電子 ₆₂. ₄ ₃₀₉, ₅₀₄
京写 ₄₃₀ ₂₄₃, ₈₁₀

銘　　　　　柄
₂₀₁₅年 ₄ 月₁₀日現在
株　数 評 価 額

千株 千円
東亜ディーケーケー ₈. ₂ ₅, ₄₆₁
キーエンス ₆. ₄ ₄₁₇, ₉₈₄
シスメックス ₁₂ ₈₅, ₆₈₀
協立電機 ₃₁ ₅₂, ₀₄₉
ダイヤモンド電機 ₉₉ ₆₅, ₆₃₇
原田工業 ₁₇ ₄, ₆₂₄
ケル ₁₀₅ ₄₄, ₉₄₀
ヘリオステクノＨ ₁₇₆ ₈₈, ₃₅₂
エノモト ₂₆₃ ₁₄₄, ₉₁₃
山一電機 ₁₆₁ ₁₅₂, ₆₂₈
ＮＫＫスイッチズ ₆₁ ₄₃, ₅₅₄
富士通フロンテック ₁₃₈ ₂₂₀, ₉₃₈
日本アビオニクス ₃₂ ₆, ₆₂₄
ファナック ₁₁. ₄ ₃₁₀, ₄₇₉
芝浦電子 ₉₂. ₆ ₁₉₃, ₄₄₁
浜松ホトニクス ₆₅ ₂₄₃, ₄₂₅
村田製作所 ₅₃. ₈ ₉₃₃, ₉₆₈
アジアグロースキャピタル ₁₆₄ ₃₂, ₄₇₂
指月電機 ₁₃₈ ₁₁₀, ₈₁₄
小糸製作所 ₂₆ ₉₄, ₂₅₀
スター精密 ₇₄ ₁₂₅, ₂₀₈

輸送用機器（5． 2％）
阪神内燃機 ₂₉₈ ₆₅, ₈₅₈
ニッキ ₁₄₁ ₆₁, ₄₇₆
名村造船所 ₃₇ ₄₂, ₂₁₇
サノヤスホールディングス ₂₃₆. ₂ ₆₄, ₉₅₅
日産自動車 ₂₉₄ ₃₇₆, ₁₇₃
トヨタ自動車 ₁ ₈, ₃₂₆
極東開発工業 ₁₀₃ ₁₄₁, ₈₃₁
トピー工業 ₉₃ ₂₆, ₁₃₃
大同メタル工業 ₂₇ ₃₅, ₉₃₇
プレス工業 ₄₄ ₂₁, ₄₇₂
ミクニ ₄₁₀ ₂₆₉, ₃₇₀
河西工業 ₄₀₀ ₃₉₆, ₄₀₀
ムロコーポレーション ₁₃. ₅ ₁₇, ₂₈₀
富士重工業 ₁₇ ₆₈, ₁₁₀
ヤマハ発動機 ₁₅₇ ₄₇₁, ₀₀₀
IJT テクノロジー HD ₃₄₄. ₈ ₁₈₂, ₇₄₄

精密機器（0． 5％）
川澄化学工業 ₁₅. ₆ ₁₃, ₆₆₅
東京精密 ₄₂ ₁₁₅, ₃₇₄
ニプロ ₆₈ ₈₁, ₃₂₈

その他製品（1． 9％）
ブロッコリー ₁₇₄ ₁₁₃, ₁₀₀
フルヤ金属 ₄₃. ₆ ₁₁₉, ₁₅₈
グラファイトデザイン ₇₈. ₁ ₆₁, ₅₄₂
桑山 ₁₃₄. ₈ ₁₁₇, ₂₇₆
ヨネックス ₁₃₄. ₉ ₂₃₁, ₈₉₃
ニッピ ₁₅₆ ₁₅₀, ₂₂₈
イトーキ ₄₁ ₃₁, ₃₂₄

電気・ガス業（0． 5％）
ファーストエスコ ₃₅₇ ₂₃₇, ₄₀₅

陸運業（1． ₇％）
ハマキョウレックス ₃₇ ₁₆₅, ₉₄₅
センコー ₂₆₂ ₂₀₆, ₉₈₀
トナミホールディングス ₇₈₉ ₃₅₄, ₂₆₁

海運業（0． 8％）
商船三井 ₃₃₀ ₁₃₂, ₀₀₀
川崎汽船 ₆₆₀ ₂₀₆, ₅₈₀
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（3）先物取引の銘柄別残高（評価額）

銘　柄　別
₂₀₁₅年 ₄ 月₁₀日現在

買　建　額 売　建　額
国
内日 経 平 均

百万円 百万円 
₄₇₉ ―

（注）単位未満は切捨て。

（2）国内投資信託証券

銘　　　　　柄
₂₀₁₅年 ₄ 月₁₀日現在
口　数 評 価 額

千口 千円

ケネディクス商業リート ₀. ₄₀₄  ₁₁₈, ₄₅₂ 
千口 千円

合 計
口 数、 金 額 ₀. ₄₀₄  ₁₁₈, ₄₅₂ 

銘柄数＜比率＞ ₁銘柄  ＜₀. ₃％＞ 

（注 ₁ ）  合計欄の＜　＞内は、純資産総額に対する評価
額の比率。

（注 ₂ ）評価額の単位未満は切捨て。

銘　　　　　柄
₂₀₁₅年 ₄ 月₁₀日現在
株　数 評 価 額

千株 千円
空運業（0． ₆％）

日本航空 ₅₅ ₂₀₃, ₅₀₀
スターフライヤー ₂₈ ₅₅, ₅₂₄

倉庫・運輸関連業（0． 3％）
宇徳 ₆₃. ₆ ₃₇, ₅₂₄
キユーソー流通システム ₁ ₁, ₆₇₄
日本コンセプト ₄₁. ₉ ₁₀₁, ₈₁₇

情報・通信業（4． ₆％）
エヌアイデイ ₁₁ ₂₉, ₅₇₉
エイジア ₇₇. ₈ ₇₈, ₅₇₈
ソリトンシステムズ ₁₃₄. ₄ ₁₃₁, ₇₁₂
三菱総合研究所 ₁₆. ₆ ₄₅, ₅₃₃
パピレス ₆₂ ₁₂₁, ₇₀₆
エムアップ ₂₂₉ ₁₈₀, ₆₈₁
情報企画 ₃₉. ₈ ₆₆, ₃₀₆
プロシップ ₆₈. ₈ ₁₇₃, ₀₃₂
アバント ₉₅. ₃ ₁₄₂, ₅₆₈
ショーケース・ティービー ₀. ₁ ₅₅₆
アイサンテクノロジー ₂₅ ₅₅, ₉₅₀
クレスコ ₁₂₃. ₆ ₂₃₄, ₉₆₃
オービック ₁₄ ₈₂, ₆₀₀
フューチャーアーキテクト ₁₄₅ ₁₀₆, ₂₈₅
ビーイング ₁₂ ₇, ₇₄₀
ＷＯＷＯＷ ₈ ₃₃, ₁₂₀
日本ユニシス ₇₀ ₈₂, ₆₇₀
シーイーシー ₁₄₈. ₃ ₁₃₀, ₉₄₈
ジャステック ₃₄ ₃₀, ₄₃₀
ＳＣＳＫ ₂₀. ₅ ₇₄, ₁₀₇
日本システムウエア ₁₇₃ ₁₅₁, ₀₂₉
ＴＫＣ ₁₈. ₆ ₄₇, ₅₆₀

卸売業（₇． 1％）
アルコニックス ₁₃₉ ₂₅₅, ₄₈₂
クリヤマホールディングス ₁₆₉ ₂₃₆, ₂₆₂
南陽 ₅₉. ₆ ₇₇, ₇₇₈
ヤギ ₀. ₃ ₅₀₄
セフテック ₈₇ ₃₄, ₁₀₄
萩原電気 ₈₂. ₈ ₁₅₂, ₂₆₉
岡谷鋼機 ₂₆. ₉ ₂₁₉, ₂₃₅
丸文 ₁₀₉. ₇ ₈₇, ₁₀₁
シークス ₂₄ ₇₅, ₇₂₀
オーハシテクニカ ₁₁₆ ₁₇₃, ₁₈₈
白銅 ₆₇. ₂ ₉₁, ₆₆₀
三共生興 ₇ ₃, ₅₄₂
カメイ ₄ ₃, ₆₂₈
スターゼン ₃₅₁ ₁₃₆, ₅₃₉
丸藤シ－トパイル ₁₀₄ ₃₆, ₀₈₈
住友商事 ₈₀ ₁₀₅, ₂₄₀
三菱商事 ₆₂ ₁₅₀, ₈₄₆
フルサト工業 ₁₀₉. ₈ ₁₈₅, ₃₄₂
稲畑産業 ₇₀ ₈₆, ₈₇₀
加賀電子 ₁₂₄ ₁₇₉, ₈₀₀
フオーバル ₁₀₁. ₈ ₁₉₁, ₆₈₉
丸紅建材リース ₈₅₃ ₂₂₇, ₇₅₁
ＵＥＸ ₁₅₄. ₅ ₅₃, ₃₀₂
日本電計 ₆. ₆ ₁₀, ₇₀₅
因幡電機産業 ₇ ₃₀, ₄₅₀
東テク ₆₉. ₂ ₅₉, ₅₁₂
ジェコス ₁₆₂. ₃ ₂₁₈, ₁₃₁
理研グリーン ₁₅ ₅, ₅₅₀

銘　　　　　柄
₂₀₁₅年 ₄ 月₁₀日現在
株　数 評 価 額

千株 千円
小売業（3． 4％）

ハードオフコーポレーション ₄. ₁ ₄, ₉₉₇
くらコーポレーション ₂ ₉, ₇₇₀
パル ₇. ₆ ₂₆, ₄₄₈
あみやき亭 ₀. ₈ ₃, ₉₃₆
ＷＤＩ ₃₃. ₈ ₄₆, ₀₀₁
エー・ピーカンパニー ₇. ₂ ₁₂, ₄₂₇
トリドール ₆₇ ₁₁₆, ₄₄₆
クスリのアオキ ₅. ₇ ₅₉, ₉₀₇
ノジマ ₂₅₀. ₉ ₆₂₀, ₉₇₇
サイゼリヤ ₅₂ ₁₃₁, ₀₄₀
日本瓦斯 ₅₃. ₁ ₁₆₅, ₄₀₆
ラオックス ₂₂₁ ₆₈, ₀₆₈
マルキョウ ₉₁ ₇₈, ₁₆₉
ファーストリテイリング ₂. ₇ ₁₃₄, ₁₉₀

銀行業（1． 1％）
三菱 UFJ フィナンシャル G ₃₂₆ ₂₅₃, ₃₉₉
大分銀行 ₁₃₈ ₆₃, ₇₅₆
宮崎銀行 ₃₆₁ ₁₆₄, ₆₁₆

証券、商品先物取引業（1． 0％）
ＦＰＧ ₂₅₈ ₃₈₀, ₅₅₀
岩井コスモホールディング ₄₁ ₆₉, ₃₇₂

保険業（0． 9％）
損保ジャパン興亜 HD ₆₄. ₆ ₂₄₃, ₉₆₁
第一生命 ₈₉ ₁₆₃, ₄₀₄

その他金融業（0． ₇％）
オリックス ₁₅₃. ₂ ₂₇₈, ₀₅₈
九州 リースサービス ₃₇ ₁₆, ₇₆₁

不動産業（4． 2％）
アーバネットコーポレーション ₃₈₅. ₈ ₁₄₁, ₉₇₄
プレサンスコーポレーション ₁₉. ₄ ₇₇, ₆₉₇
常和ホールディングス ₂₂ ₁₀₃, ₈₄₀
サンセイランディック ₁₆₄ ₁₃₉, ₇₂₈
オープンハウス ₇₃ ₂₃₃, ₂₃₅
ムゲンエステート ₉₇. ₈ ₂₅₅, ₂₅₈
スターツコーポレーション ₉₅ ₁₈₀, ₁₂₀
日神不動産 ₂₁₀ ₉₉, ₅₄₀
レーサム ₉₃ ₁₂₃, ₂₂₅
シノケングループ ₂₅₄ ₄₆₀, ₅₀₂

サービス業（₆． 9％）
ミクシィ ₃₂. ₇ ₁₅₄, ₀₁₇
幼児活動研究会 ₁₂₄. ₂ ₁₀₁, ₂₂₃
E・J ホールディングス ₄₂. ₂ ₄₃, ₇₆₁
ＧＣＡサヴィアン ₁₁₁. ₅ ₁₆₅, ₈₀₀
エス・エム・エス ₇₉. ₈ ₁₃₄, ₃₈₃
クックパッド ₅₁. ₄ ₃₀₇, ₈₈₆
スタジオアリス ₅ ₁₁, ₄₄₀
極楽湯 ₇₀. ₂ ₃₈, ₄₆₉
ヒューマンホールディングス ₃₉. ₉ ₄₄, ₁₂₉
ウェルネット ₇ ₂₀, ₃₁₄
ワールドホールディングス ₂₀₂. ₅ ₂₂₈, ₈₂₅
レッグス ₃₇. ₆ ₂₉, ₅₅₃
プレステージ・インター ₄₇ ₄₀, ₇₀₂
日本エス・エイチ・エル ₇. ₈ ₂₁, ₆₀₆
サイバーエージェント ₁₆. ₈ ₁₁₇, ₀₉₆
楽天 ₂₄ ₅₆, ₅₈₀
テー・オー・ダブリュー ₃₁ ₂₉, ₃₂₆
エフアンドエム ₆₂. ₂ ₂₈, ₄₂₅
山田コンサルティング GP ₅₀ ₁₇₇, ₀₀₀

銘　　　　　柄
₂₀₁₅年 ₄ 月₁₀日現在
株　数 評 価 額

千株 千円
フルキャストホールディングス ₁₂₆ ₁₀₃, ₉₅₀
日本動物高度医療 ₁. ₇ ₄, ₄₆₉
ジャパンマテリアル ₁₄₃ ₂₃₆, ₅₂₂
キャリアリンク ₅₂ ₉₀, ₃₇₆
アメイズ ₂₈. ₄ ₂₁, ₁₀₁
ウエスコホールディングス ₂₉₉ ₁₀₅, ₈₄₆
メドピア ₁₀₅ ₂₃₂, ₆₈₀
東祥 ₉ ₂₅, ₂₄₅
エイチ・アイ・エス ₄₂. ₄ ₁₇₇, ₀₂₀
福山コンサルタント ₃₇. ₅ ₂₃, ₅₅₀
セレスポ ₃₉₀ ₁₇₀, ₈₂₀
三協フロンテア ₃₇ ₃₅, ₁₅₀

千株 千円

合 計
株 数、 金 額 ₄₆, ₁₃₁. ₄ ₄₃, ₂₅₃, ₅₄₇

銘柄数＜比率＞ ₃₃₀銘柄 ＜₉₆. ₄％＞

銘　　　　　柄
₂₀₁₅年 ₄ 月₁₀日現在
株　数 評 価 額

千株 千円
小売業（0． 0％）
　海帆 ₁. ₁ ₁, ₁₂₂
　Ｈａｍｅｅ ₀. ₅ ₁, ₂₆₅

千株 千円

合 計
株 数、 金 額 ₁. ₆ ₂, ₃₈₇

銘柄数＜比率＞ ₂銘柄 ＜₀. ₀％＞

（注 ₁ ） 銘柄欄の（　）内は国内株式の評価総額に対する
各業種の比率。

（注 ₂ ） 合計欄の＜　＞内は、純資産総額に対する評価
額の比率。

（注 ₃ ）評価額の単位未満は切捨て。

（上場予定株式）
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ダイワ日本株・バリュー発掘マザーファンド

運用報告書　第 3 期　（決算日　2014年10月10日）

（計算期間　₂₀₁₃年₁₀月₁₁日～₂₀₁₄年₁₀月₁₀日）

　ダイワ日本株・バリュー発掘マザーファンドの第 ₃ 期にかかる運用状況をご報告申し上
げます。

★当ファンドの仕組みは次の通りです。

主要投資対象 わが国の金融商品取引所上場株式（上場予定を含みます。以下同じ。）

運 用 方 法

①主としてわが国の金融商品取引所上場株式に投資し、信託財産の成長をめざします。
②銘柄の選定については、運用担当者の方針に基づき、主に業績動向、株価のバリュエーショ
ン等に着目して行ないます。
③個別銘柄の流動性、株価水準等を考慮し、ポートフォリオを構築します。
④株式の組入比率は、通常の状態で信託財産の純資産総額の₈₀％程度以上とすることを基本と
します。
⑤運用の効率化をはかるため、わが国の株価指数先物取引等を利用することがあります。この
ため、株式の組入総額と株価指数先物取引等の買建玉の時価総額の合計額が、信託財産の純資
産総額を超えることがあります。
⑥株式以外の資産への投資は、原則として、信託財産総額の₅₀％以下とします。
⑦信託財産の純資産総額の₅％以内でＪ－ＲＥＩＴ（不動産投資信託証券）に投資することが
あります。当該Ｊ－ＲＥＩＴは、外貨建資産を保有する場合があります。外貨建資産への実質
投資割合は、原則として、信託財産総額の₅₀％以下とします。

株式組入制限 無制限

東京都千代田区丸の内一丁目 9 番 1 号
h t t p : / / w w w . d a i w a－a m . c o . j p /
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ダイワ日本株・バリュー発掘マザーファンド

■当期中の基準価額と市況の推移

《運用経過》
◆国内株式市況

ＴＯＰＩＸ（東証株価指数）…期首：1, 1₇₇　期末：1, 243
・国内株式市況は、期首より、米国の量的金融緩和縮小が警戒され

たものの、国内外の堅調な経済指標の発表や国内企業業績の改
善、円安の進行が好感されたほか、₂₀₂₀年夏季五輪の東京開催決
定なども材料視されて上昇し、ＴＯＰＩＸは₂₀₁₃年末に₁, ₃₀₀を
超えました。

・₂₀₁₄年に入ると、新興国経済の減速やウクライナ情勢の不安定化
を受けて株価は下落しました。消費税増税の景気に与える影響な
ども懸念され、 ₂ 月から ₅ 月にかけて₁, ₁₀₀台後半を中心とする
低調な株価推移が続きました。

・ ₅ 月後半からは、米国経済の着実な回復や国内企業業績の改善に
加えて、法人税率引下げやコーポレートガバナンス（企業統治）
改革などの政策への期待も高まり、株価は上昇しました。

・ ₈ 月に入ると、ウクライナ、イラク、パレスチナで同時に地政学
リスクが高まる局面もありましたが、 ₈ 月後半からは円安が急速
に進んだことで企業業績の上振れ期待が高まったことなどから、
ＴＯＰＩＸは₁, ₃₀₀台まで上昇しました。期末にかけては、景気
の先行きに対する不透明感が強まったことなどから株価は下落し
ました。

◆当期の運用実績
【基準価額・騰落率】

期首：₂₁, ₂₂₀円　期末：₂₇, ₄₇₂円　騰落率：₂₉. ₅％
【主な要因】

株式市場全体が上昇したことに加えて、保有していた中小型株の銘
柄が大きく上昇したことなどから、基準価額は大幅に値上がりしまし
た。

◆参考指数との差異および要因分析
【騰落率差】

参考指数（ＴＯＰＩＸ）の騰落率は₅. ₆％となりました。一方、当
ファンドの騰落率は₂₉. ₅％となりました。

■設定以来の運用実績

期　　　　別
基 準 価 額 ＴＯＰＩＸ 株 式

組 入
比 率

株 式
先 物
比 率

投資信託
証　　券
組入比率

純資産期　中
騰落率（参考指数）期　中

騰落率
円 ％ ％ ％ ％ ％ 百万円

₁ 期末（₂₀₁₂年₁₀月₁₀日） ₁₀, ₃₁₈ ₃. ₂ ₇₁₆ △₂. ₆ ₉₈. ₆ ― ― ₁₁， ₄₀₈
₂ 期末（₂₀₁₃年₁₀月₁₀日） ₂₁, ₂₂₀ ₁₀₅. ₇ ₁， ₁₇₇ ₆₄. ₄ ₉₅. ₈ ― ₀. ₆ ₂₈， ₃₇₇
₃ 期末（₂₀₁₄年₁₀月₁₀日） ₂₇, ₄₇₂ ₂₉. ₅ ₁， ₂₄₃ ₅. ₆ ₉₈. ₁ ― ₀. ₆ ₃₆， ₇₉₀

（注）株式先物比率は買建比率－売建比率です。

年　月　日
基 準 価 額 Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ 株 式

組 入
比 率

株 式
先 物
比 率

投資信託
証 券
組入比率騰落率 （参考指数） 騰落率

円 ％ ％ ％ ％ ％
（期首）₂₀₁₃年₁₀月₁₀日 ₂₁, ₂₂₀ ― ₁, ₁₇₇ ― ₉₅. ₈ ― ₀. ₆

₁₀月末 ₂₁, ₆₉₇ ₂. ₂ ₁, ₁₉₄ ₁. ₄ ₉₆. ₇ ― ₀. ₆
₁₁月末 ₂₂, ₇₂₂ ₇. ₁ ₁, ₂₅₈ ₆. ₉ ₉₇. ₆ ― ―
₁₂月末 ₂₃, ₈₆₉ ₁₂. ₅ ₁, ₃₀₂ ₁₀. ₆ ₉₈. ₁ ₀. ₇ ₀. ₀

₂₀₁₄年 ₁ 月末 ₂₃, ₉₆₈ ₁₃. ₀ ₁, ₂₂₀ ₃. ₇ ₉₈. ₅ ― ₀. ₁
₂ 月末 ₂₃, ₁₂₈ ₉. ₀ ₁, ₂₁₁ ₂. ₉ ₉₈. ₈ ― ―
₃ 月末 ₂₃, ₁₄₇ ₉. ₁ ₁, ₂₀₂ ₂. ₁ ₉₇. ₆ ― ―
₄ 月末 ₂₂, ₂₉₂ ₅. ₁ ₁, ₁₆₂ △ ₁. ₃ ₉₄. ₆ ― ₁. ₆
₅ 月末 ₂₃, ₂₂₆ ₉. ₅ ₁, ₂₀₁ ₂. ₀ ₉₇. ₂ ― ₁. ₅
₆ 月末 ₂₅, ₂₄₄ ₁₉. ₀ ₁, ₂₆₂ ₇. ₂ ₉₃. ₈ ― ₁. ₆
₇ 月末 ₂₆, ₅₆₄ ₂₅. ₂ ₁, ₂₈₉ ₉. ₅ ₉₇. ₂ ― ₁. ₇
₈ 月末 ₂₈, ₅₀₀ ₃₄. ₃ ₁, ₂₇₇ ₈. ₅ ₉₅. ₁ ― ₁. ₇
₉ 月末 ₂₉, ₈₂₉ ₄₀. ₆ ₁, ₃₂₆ ₁₂. ₇ ₉₈. ₁ ― ₀. ₆

（期末）₂₀₁₄年₁₀月₁₀日 ₂₇, ₄₇₂ ₂₉. ₅ ₁, ₂₄₃ ₅. ₆ ₉₈. ₁ ― ₀. ₆
（注）騰落率は期首比。

設定以来の基準価額と市況の推移
35, 000

30, 000

25, 000

20, 000

15, 000

10, 000

5, 000

（円）

設　定
（12. 9. 10）

第 2期末
（13. 10. 10）

第 3期末
（14. 10. 10）

第 1期末
（12. 10. 10）

（注）ＴＯＰＩＸは、設定時を10, 000として指数化したものです。

基準価額
ＴＯＰＩＸ

32, 000

30, 000

28, 000

26, 000

24, 000

22, 000

20, 000

50. 0

40. 0

30. 0

20. 0

10. 0

0. 0

-10. 0

（円） （％）

期　首 期　末

（注）ＴＯＰＩＸは、期首の基準価額をもとに指数化したものです。

期首比対ＴＯＰＩＸ騰落率差（右軸)
基準価額（左軸）　　　ＴＯＰＩＸ（左軸）
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ダイワ日本株・バリュー発掘マザーファンド

【要因分析（プラス要因：（＋）、マイナス要因：（－））】
（₁）株式組入比率

株式組入比率（株式先物、投資信託証券を含む、以下同じ。）
は、期を通じておおむね₉₄～₉₉％程度で推移させました。（設
定・解約に対応する場合を除く。）

株式組入比率による影響は軽微でした。
（₂）業種構成

業種構成による効果はややプラスでした。
（＋）株価が下落した銀行業や電気・ガス業、不動産業などをＴＯ

ＰＩＸと比べてアンダーウエートにしていたことや、大幅に上
昇した電気機器や機械をオーバーウエートとしていたことなど
がプラスに寄与しました。

（－）相対的にパフォーマンスが劣後したサービス業や株価が下落
した鉄鋼をＴＯＰＩＸと比べてオーバーウエートとしていたこ
とや、大幅に上昇した医薬品や食料品をアンダーウエートとし
ていたことなどがマイナス要因となりました。

（₃）個別銘柄
個別銘柄選択による効果は大幅なプラスでした。

（＋）セイコーエプソンやアオイ電子、ミクシィなど、大幅に上昇
した銘柄を組入れていたことなどがプラスに寄与しました。

（－）大幅に下落したニホンフラッシュやサン電子などを組入れて
いたことなどがマイナス要因となりました。

◆前期における「今後の運用方針」
〈株式組入比率〉

消費税率引上げの影響や新興国の景気減速などが懸念される状
況ですが、財政・金融政策の下支えのもと基本的には景気の回復
傾向が継続すると想定し、現状程度の組入比率を維持する方針で
す。景気動向や海外株式、為替動向、信用リスク拡大などから株
価の調整が想定される場合には、一時的に組入比率を引下げるこ
とも検討します。

〈ポートフォリオ〉
・業種構成

景気の回復傾向が継続すると想定し、景気敏感セクターの
オーバーウエートならびにディフェンシブセクターのアンダー
ウエートを継続する方針です。

・個別銘柄
バリュエーションが割安で業績が回復傾向にある銘柄中心の

ポートフォリオを継続する方針です。注目銘柄は以下の銘柄で
す。
①個々の技術や競争力などにより、中長期での成長が期待され

る銘柄
②代替エネルギー、蓄電池、燃料電池など環境関連で成長が期

待される銘柄
③高齢化の進展により恩恵を受ける銘柄
④地価上昇や建設投資拡大の恩恵が期待される銘柄
⑤時価総額が解散価値を下回るなど企業買収の対象となりうる

銘柄
などです。

◆当期の運用経過
（1）株式組入比率

業績好調な銘柄やバリュエーションの割安な銘柄が多数存在した
ため、₉₄～₉₉％程度の組入れを維持しました。

（2）業種構成

（％） 組入比率の推移（月末値）
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・期首は電気機器やサービス業、輸送用機器、機械などの比率が高
いポートフォリオとしていました。

・₂₀₁₄年 ₄ 月末にかけては、消費税増税の影響や新興国経済の減速
などが懸念されたことなどから、医薬品や食料品などのディフェ
ンシブセクターの組入比率を引上げたほか、バリュエーションの
割安な銘柄を買付け、卸売業やゴム製品などの組入比率を引上げ
ました。一方、輸送用機器や小売業、不動産業などの消費税増税
の影響が懸念されたセクターの組入比率を引下げたほか、上値の
重い銀行業などの組入比率を引下げました。

・期末にかけては、業績好調な銘柄を買付けて鉄鋼などの組入比率
を引上げたほか、為替の円安トレンドの継続を想定し、化学や電
気機器、機械などの組入比率を引上げました。一方、上値の重い
銘柄などを売却し、サービス業や銀行業、医薬品などの組入比率
を引下げました。

（3）個別銘柄

・期首は、業績モメンタムが良好な銘柄やバリュエーションが割安
な銘柄を中心にポートフォリオを構築していました。

・₂₀₁₄年 ₄ 月末にかけては、大幅に上昇した日本トリムや富士重工
業、上値の重い三井住友フィナンシャルＧやトヨタ自動車などを
売却しました。一方、バリュエーションが割安で業績の回復が期
待された東洋ゴムやそーせいグループ、加藤製作所などを買付け
ました。

・期末にかけては、大幅に上昇したそーせいグループや日本ハム、
業績の先行きに不透明感のあった三社電機製作所やサニックスな
どを売却しました。一方、バリュエーションが割安で業績の回復
が期待されたＪＵＫＩや第一稀元素化学工、アオイ電子などを買
付けました。

《今後の運用方針》
◆全体見通し

国内株式市況は、₂₀₁₄年に入ってから、ウクライナ情勢など地政学
リスクの高まりもあり調整色の強い展開でしたが、 ₅ 月後半からは上
昇基調を取り戻しています。基本的な経済環境改善のほか、₂₀₁₄年の
成長戦略でコーポレートガバナンスの強化が打ち出され、日本企業の
経営が今後は変わっていくのではないかとの期待感が徐々に広がり始

めた点も、株式市場に好影響を与えていると思われます。今後も、地
政学リスクの経済への影響や消費税増税後の国内景気動向には十分注
意を払う必要がありますが、米国経済の着実な回復とそれに伴う円安
基調の強まり、企業業績の上方修正傾向、経済最優先の政策運営など
が継続することで、株式市場は回復基調をたどると想定されます。

◆株式組入比率
消費税増税の影響や物価上昇による内需の低迷が懸念されるほか、

欧州や新興国の景気減速などが懸念される状況ですが、金融緩和によ
る資金余剰の状況や公的年金の株式ウエート引上げ観測などから、引
続き堅調な相場展開を想定し、現状程度の組入比率を維持する方針で
す。景気動向や海外株式、為替動向、信用リスク拡大などから株価の
調整が想定される場合には、一時的に組入比率を引下げることも検討
します。

◆ポートフォリオ
（₁）業種構成

足元好調な設備投資・建設投資関連セクターや中長期での成長
が期待される情報・通信関連セクターなどに注目してまいりま
す。相場全体の不透明感が強くなった場合や景気の先行き不透明
感が強くなった場合には、ディフェンシブセクターのウエート引
上げを検討いたします。

（₂）個別銘柄
引続き、バリュエーションが割安で業績が回復傾向にある銘柄

中心のポートフォリオを継続する方針です。注目銘柄は以下の銘
柄です。
①個々の技術や競争力などにより、中長期での成長が期待される

銘柄
②代替エネルギー、蓄電池、燃料電池など環境関連で成長が期待

される銘柄
③人手不足の状況に対応するロボット関連銘柄
④設備投資や建設投資拡大の恩恵が期待される銘柄
⑤時価総額が解散価値を下回るなど企業買収の対象となりうる銘

柄
などです。

　上記の見通しと運用方針に基づき、信託財産の成長をめざして運用を
行ないます。

組入上位銘柄の推移
期　　首 ₂₀₁₄年 ₄ 月末 期　　末

銘　柄　名 組入比率

➡

銘　柄　名 組入比率

➡

銘　柄　名 組入比率
％ ％ ％

₁ 日本トリム ₃. ₄ 東洋ゴム ₂. ₇ 加藤製作所 ₁. ₇
₂ 富士重工業 ₂. ₁ そーせいグループ ₁. ₇ 東洋ゴム ₁. ₆
₃ 三井住友フィナンシャルＧ ₂. ₀ 三社電機製作所 ₁. ₅ ＪＵＫＩ ₁. ₄
₄ トヨタ自動車 ₁. ₈ セプテーニＨＬＤＧＳ ₁. ₃ 第一稀元素化学工 ₁. ₃
₅ 三菱ＵＦＪフィナンシャルＧ ₁. ₇ 日本電信電話 ₁. ₃ アオイ電子 ₁. ₃
₆ サン電子 ₁. ₅ 加藤製作所 ₁. ₁ Ｓ Ｆｏｏｄｓ ₁. ₃
₇ 日本ヒユ－ム ₁. ₅ 日本ハム ₁. ₁ 田淵電機 ₁. ₃
₈ 三社電機製作所 ₁. ₄ Ｓ Ｆｏｏｄｓ ₁. ₁ 山一電機 ₁. ₂
₉ マツダ ₁. ₃ サニックス ₁. ₀ ＪＣＵ ₁. ₀
₁₀ 東ソー ₁. ₂ 田淵電機 ₀. ₉ ファーストエスコ ₁. ₀
₁₁ セイコーエプソン ₁. ₁ 日本航空 ₀. ₉ ケー・エフ・シー ₀. ₉
₁₂ ニホンフラッシュ ₁. ₁ 日立機材 ₀. ₉ 東京鐵鋼 ₀. ₉
₁₃ セプテーニＨＬＤＧＳ ₁. ₁ セブン＆アイ・ＨＬＤＧＳ ₀. ₉ 丸紅建材リース ₀. ₉
₁₄ テイ・エス テック ₁. ₀ アルプス電気 ₀. ₉ 芝浦電子 ₀. ₈
₁₅ 世紀東急 ₁. ₀ 日鉄住金物産 ₀. ₈ 中野冷機 ₀. ₈
（注）比率は純資産総額に対する評価額の割合。
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（2）投資信託証券
（₂₀₁₃年₁₀月₁₁日から₂₀₁₄年₁₀月₁₀日まで）

買　　　　付 売　　　　付
口 数 金 額 口 数 金 額

千口 千円 千口 千円

国 内
₇. ₁₉₅ ₇₂₇, ₃₄₆ ₇. ₆₃₅ ₈₈₅, ₈₈₈ 

（ ―） （ ―） 
（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）売付（　）内は償還による減少分で、上段の数字には含まれておりません。
（注 ₃ ）金額の単位未満は切捨て。

■売買および取引の状況
（1）株　　　　式

（₂₀₁₃年₁₀月₁₁日から₂₀₁₄年₁₀月₁₀日まで）
買　　　　付 売　　　　付

株 数 金 額 株 数 金 額

国 内
千株 千円 千株 千円

₁₀₈, ₀₀₉. ₅₆₄ ₈₈, ₄₇₈, ₈₇₉ ₉₅, ₅₉₀. ₂₅₇ ₈₇, ₇₅₁, ₉₃₇ 
（ ₈₈₆. ₁₉₁） （ ―） 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ） （　）内は株式分割、合併等による増減分で、上段の数字には含まれており

ません。
（注 ₃ ）金額の単位未満は切捨て。

（3）先物取引の種類別取引状況
（₂₀₁₃年₁₀月₁₁日から₂₀₁₄年₁₀月₁₀日まで）

種　類　別 買　　　建 売　　　建
新規買付額 決 済 額 新規売付額 決 済 額

国
内

百万円 百万円 百万円 百万円
株式先物取引 ₁, ₂₆₄ ₁, ₂₆₅  ₁₇₄  ₁₇₃ 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

■主要な売買銘柄
株　　　　式

（₂₀₁₃年₁₀月₁₁日から₂₀₁₄年₁₀月₁₀日まで）
当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期

買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付
銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価 銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価

千株 千円 円 千株 千円 円
東洋ゴム ₁, ₅₉₃ ₁, ₂₃₁, ₆₁₃ ₇₇₃  セイコーエプソン ₄₆₄ ₁, ₆₅₅, ₂₅₃ ₃, ₅₆₇ 
セイコーエプソン ₃₃₂. ₂ ₁, ₀₂₄, ₁₉₅ ₃, ₀₈₃  日本トリム ₁₉₇. ₆ ₁, ₄₂₉, ₀₉₂ ₇, ₂₃₂ 
マツダ ₁, ₇₂₇ ₁, ₀₂₃, ₇₆₅ ₅₉₂  マツダ ₂, ₃₆₃ ₁, ₃₉₆, ₅₁₈ ₅₉₀ 
三井物産 ₆₅₃ ₉₈₇, ₂₅₇ ₁, ₅₁₁  そーせいグループ ₃₄₅ ₁, ₃₈₆, ₅₃₃ ₄, ₀₁₈ 
そーせいグループ ₃₂₆. ₉ ₉₇₆, ₅₉₆ ₂, ₉₈₇  富士重工業 ₄₈₀ ₁, ₃₅₁, ₈₁₉ ₂, ₈₁₆ 
ペプチドリーム ₉₇. ₁ ₈₉₉, ₄₆₈ ₉, ₂₆₃  東洋ゴム ₁, ₂₀₈ ₁, ₁₃₅, ₆₃₁ ₉₄₀ 
ミクシィ ₁₄₁. ₂ ₈₉₀, ₆₆₀ ₆, ₃₀₇  三井物産 ₇₂₇ ₁, ₁₂₃, ₅₂₇ ₁, ₅₄₅ 
富士重工業 ₂₇₀ ₇₈₀, ₈₆₉ ₂, ₈₉₂  ミクシィ ₁₂₇. ₇ ₁, ₀₉₆, ₄₇₇ ₈, ₅₈₆ 
田淵電機 ₁, ₀₆₄ ₇₆₁, ₉₂₈ ₇₁₆  ソフトバンク ₁₁₂ ₈₆₁, ₈₃₉ ₇, ₆₉₄ 
安藤・間 ₁, ₈₅₇ ₇₅₀, ₃₉₀ ₄₀₄  安藤・間 ₁, ₈₅₇ ₈₃₁, ₄₀₆ ₄₄₇ 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）金額の単位未満は切捨て。
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■組入資産明細表
（1）国 内 株 式

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
水産・農林業（0. 8％）

日本水産 ― ₈₈₀ ₂₇₈, ₉₆₀
建設業（4. ₆％）

ウエストホールディングス ― ₁₄₄ ₁₄₂, ₇₀₄
ミライト・ホールディングス ― ₉₂ ₁₀₆, ₉₀₄
第一カッター興業 ₄ ― ―
北弘電社 ― ₂₀₅ ₈₁, ₇₉₅
太洋基礎工業 ― ₁₁ ₉, ₃₅₀
大本組 ― ₇₃ ₆₀, ₀₀₆
第一建設工業 ₁₀₁. ₈ ― ―
松井建設 ― ₆₁ ₃₁, ₇₂₀
西松建設 ― ₁₄₂ ₆₄, ₈₉₄
大豊建設 ₂₈₀ ― ―
大和小田急建設 ― ₁₂₄ ₈₃, ₂₀₄
青木あすなろ建設 ― ₇₇. ₉ ₅₇, ₆₄₆
名工建設 ― ₂₉₆ ₂₅₇, ₈₁₆
矢作建設 ₈₃. ₈ ― ―
大東建託 ₂. ₈ ― ―
ＮＩＰＰＯ ₆₄ ― ―
大林道路 ₂₇₈ ₂₄₄ ₁₅₁, ₅₂₄
世紀東急 ₂, ₃₁₂ ― ―
福田組 ₂₄₉ ₁₃₈ ₁₄₃, ₃₈₂
テノックス ― ₂₅₈ ₁₄₅, ₇₇₀
ライト工業 ― ₅₈. ₈ ₅₄, ₆₈₄
日本リーテック ₂₃₁ ₃₉ ₃₁, ₃₉₅
高田工業所 ― ₅. ₄ ₃, ₅₄₇
明星工業 ― ₁₆₉ ₁₀₅, ₄₅₆
三信建設 ₄₂ ― ―
高橋カーテンウォール ― ₁₆₂ ₁₂₀, ₆₉₀
技研興業 ₁₆₃ ― ―

食料品（1. 8％）
岩塚製菓 ― ₁₄. ₈ ₈₂, ₈₈₀
寿スピリッツ ₅₂. ₄ ― ―
カルビー ₃₀. ₄ ― ―
日本ハム ― ₂₂ ₅₀, ₈₈₆
米久 ― ₂₈ ₃₇, ₆₈₈
Ｓ Ｆｏｏｄｓ ₂₆ ₂₇₄ ₄₇₄, ₂₉₄
ジェーシー・コムサ ₈₁ ― ―

繊維製品（0. 2％）
サイボー ₇₃. ₁ ₇₃. ₁ ₃₆, ₇₆₉
帝国繊維 ― ₂₃ ₅₂, ₅₅₅

パルプ・紙（0. 1％）
ニッポン高度紙工業 ₄. ₃ ₂₈ ₃₄, ₂₇₂

化学（9. 4％）
健康コーポレーション ₈₉. ₅ ― ―
旭化成 ₆₅ ₇₆ ₆₇, ₇₉₉
共和レザー ― ₂₆₂ ₁₈₃, ₄₀₀
テイカ ― ₂₆₄ ₁₁₁, ₆₇₂
東ソー ₈₉₆ ― ―
関東電化 ― ₆₂₈ ₂₃₆, ₇₅₆
第一稀元素化学工 ₁₈. ₇ ₁₃₀. ₅ ₄₉₅, ₉₀₀
戸田工業 ― ₃₀₀ ₉₉, ₉₀₀
丸尾カルシウム ― ₈ ₁, ₇₄₄
伊勢化学工業 ₁₂₉ ₂₈ ₂₁, ₁₆₈
ステラ ケミファ ― ₆. ₃ ₉, ₃₄₉
本州化学 ― ₂₁ ₁₉, ₅₀₉
大日精化 ― ₃₂₀ ₁₈₁, ₇₆₀
三菱瓦斯化学 ₁₅₆ ― ―
大倉工業 ₃₄ ― ―

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
タイガース ポリマー ― ₃₇₅. ₃ ₂₃₁, ₉₃₅
フジプレアム ― ₁₄₄ ₆₅, ₃₇₆
ニックス ― ₁₇. ₅ ₁₇, ₀₆₂
ダイキアクシス ― ₄₁. ₈ ₄₄, ₃₄₉
ダイキョーニシカワ ― ₃₇ ₉₉, ₃₀₈
扶桑化学工業 ₃₃. ₅ ₁₃₅ ₁₅₁, ₄₇₀
ハリマ化成グループ ― ₂₇. ₅ ₁₃, ₈₈₇
中国塗料 ― ₁₆ ₁₂, ₁₉₂
日本特殊塗料 ― ₂₂₆ ₁₄₆, ₂₂₂
アトミクス ― ₁₈. ₆ ₈, ₆₈₆
サカタインクス ₁₄₆ ― ―
アグロカネショウ ― ₅₈ ₅₇, ₂₄₆
荒川化学工業 ― ₅. ₈ ₆, ₁₄₈
ＪＣＵ ― ₈₄ ₃₆₂, ₄₆₀
有沢製作所 ― ₄₀₁. ₅ ₂₈₉, ₀₈₀
日東電工 ― ₃₀ ₁₆₈, ₄₅₀
永大化工 ― ₂₅ ₆, ₅₇₅
きもと ₁₄₀ ― ―
藤森工業 ― ₁₀ ₂₉, ₃₆₀
日本バルカー ― ₆₀ ₁₇, ₄₀₀
パーカーコーポレーション ― ₅₃₃ ₂₄₅, ₁₈₀

医薬品（0. 8％）
わかもと製薬 ― ₃₃ ₈, ₃₄₉
日本ケミファ ― ₂₉₈ ₁₆₉, ₈₆₀
日水製薬 ₇₂. ₈ ― ―
ＪＣＲファーマ ₅₈. ₉ ― ―
そーせいグループ ₁₈. ₁ ― ―
キョーリン製薬ＨＤ ₂₆. ₅ ― ―
大幸薬品 ― ₂₂. ₃ ₄₂, ₂₁₃
ダイト ₁₈ ― ―
ペプチドリーム ― ₇. ₇ ₇₀, ₀₇₀

石油・石炭製品（0. 8％）
ユシロ化学 ― ₁₂₃ ₁₇₂, ₀₇₇
ＭＯＲＥＳＣＯ ― ₇₆. ₈ ₁₂₈, ₇₉₃

ゴム製品（3. 3％）
東洋ゴム ₃₉₅ ₃₅₂ ₅₈₇, ₄₈₈
オカモト ― ₃₂₈ ₁₄₆, ₆₁₆
西川ゴム工業 ₇₁. ₅ ― ―
ニチリン ― ₉₅. ₇ ₁₃₇, ₉₀₃
フコク ― ₂₄₆. ₄ ₂₆₈, ₅₇₆
櫻護謨 ― ₄₈ ₂₀, ₁₁₂
相模ゴム ― ₃₃ ₁₀, ₅₆₀
バンドー化学 ― ₈₇ ₃₅, ₈₄₄

ガラス・土石製品（2. 1％）
神島化学 ― ₁₇₁ ₈₈, ₂₃₆
住友大阪セメント ₄₀₀ ― ―
ノザワ ₅₃₅ ₅₃₀ ₂₁₂, ₅₃₀
日本ヒユーム ₄₈₀ ― ―
日本コンクリート ₂₅₅ ― ―
トーヨーアサノ ― ₁₇₈ ₅₀, ₁₉₆
スパンクリート ₁₂. ₅ ― ―
ジオスター ₂₆₅ ― ―
ヤマックス ― ₂₁₄ ₆₅, ₂₇₀
ジャパンパイル ₁₉₇. ₉ ― ―
ＴＯＴＯ ₅₄ ― ―
日本碍子 ― ₇₉ ₁₉₁, ₀₂₂
クニミネ工業 ₂₂₁ ₂₂₇ ₁₆₃, ₆₆₇

鉄鋼（3. ₇％）
神戸製鋼所 ₈₂₀ ― ―

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
合同製鐵 ― ₉₆₀ ₁₄₅, ₉₂₀
東京鐵鋼 ― ₆₄₀ ₃₂₀, ₀₀₀
北越メタル ― ₂₀₂ ₅₉, ₁₈₆
中部鋼鈑 ― ₃₆₂. ₂ ₂₀₀, ₂₉₆
モリ工業 ₄₅₆ ₄₉₄ ₂₀₉, ₉₅₀
東北特殊鋼 ₅₆. ₈ ₄₄. ₆ ₅₅, ₁₂₅
日立金属 ― ₆₂ ₁₁₅, ₈₇₈
新報国製鉄 ― ₈₅. ₅ ₆₀, ₇₀₅
中央電気工業 ₁₁₇ ― ―
三菱製鋼 ₁₉₁ ― ―
メタルアート ₄₉ ― ―
鈴木金属 ― ₂₆ ₇, ₃₈₄
日本精線 ₁₃₂ ₂₂₆ ₁₅₈, ₄₂₆

非鉄金属（1. 5％）
三菱マテリアル ₂₀₀ ― ―
住友鉱山 ― ₇₄ ₁₀₅, ₉₆₈
日本精鉱 ― ₉₄ ₂₉, ₉₈₆
ＣＫサンエツ ₇₇. ₄ ₇₃. ₈ ₈₇, ₀₈₄
オーナンバ ₂₇₈. ₉ ₃₅₉. ₅ ₂₂₃, ₆₀₉
日本電線工業 ― ₂₀₃ ₁₀₆, ₉₈₁
アーレステイ ₁₇₇. ₄ ― ―

金属製品（4. 2％）
ケー・エフ・シー ― ₁₈₁. ₉ ₃₂₀, ₅₀₇
サンコーテクノ ― ₈₂. ₇ ₂₁₃, ₃₆₆
三ツ知 ― ₆. ₄ ₉, ₂₇₃
ＪＦＥコンテイナー ₅₇ ₆₀ ₃₂, ₄₀₀
駒井ハルテック ₂₂₂ ₁₇₉ ₄₈, ₁₅₁
川岸工業 ― ₁₂₄ ₆₄, ₄₈₀
アルインコ ₉₀. ₈ ₈₄. ₅ ₁₁₂, ₆₃₈
日東精工 ₂₀₅ ₂₃₄ ₈₃, ₀₇₀
岡部 ₈₄. ₄ ― ―
ジーテクト ₂₉. ₆ ― ―
トーアミ ₅₆. ₉ ₃₈ ₂₂, ₈₀₀
東プレ ₁₅₄ ― ―
東京製綱 ― ₄₅₀ ₇₁, ₁₀₀
兼房 ― ₅₁. ₄ ₃₉, ₅₂₆
パイオラックス ₂₂ ₂₃ ₁₀₈, ₂₁₅
スーパーツール ₁₀₇ ₁₇₀ ₇₁, ₀₆₀
アドバネクス ― ₁₄₄ ₂₁, ₀₂₄
日立機材 ₂₂₅. ₉ ₂₄₀. ₃ ₃₀₁, ₀₉₅

機械（14. 2％）
タクマ ₂₄₂ ― ―
アイダエンジニア ― ₈₀ ₈₀, ₉₆₀
浜井産業 ― ₁₈₄ ₄₁, ₂₁₆
牧野フライス ― ₉₄ ₆₇, ₄₉₂
小池酸素 ― ₁₇₉ ₄₆, ₀₀₃
DMG 森精機 ₅₉ ― ―
タケダ機械 ― ₁₁₁ ₂₃, ₈₆₅
高松機械工業 ― ₅₉. ₅ ₄₆, ₉₄₅
日進工具 ― ₃₇. ₈ ₄₆, ₃₈₀
パンチ工業 ― ₁₃₃. ₃ ₁₈₅, ₄₂₀
東洋機械金属 ₈₀ ₂₈₃. ₈ ₁₃₃, ₃₈₆
ヤマシンフィルタ ― ₀. ₄ ₁, ₅₉₆
やまびこ ― ₄₀ ₁₅₅, ₆₀₀
ペガサスミシン製造 ― ₂₈₃ ₁₇₅, ₄₆₀
レオン自動機 ― ₂₀₄ ₉₄, ₂₄₈
ナビタス ― ₄₅ ₂₂, ₀₉₅
瑞光 ₄. ₄ ― ―
前田製作所 ₃₁ ₂₀₀ ₇₈, ₀₀₀

16



ダイワ日本株・バリュー発掘マザーファンド

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
日精エーエスビー ₁₂₈ ₅₈ ₁₁₉, ₅₃₈
技研製作所 ― ₄₉. ₉ ₁₀₉, ₇₈₀
日精樹脂工業 ― ₂₄₄ ₂₀₂, ₅₂₀
オカダアイヨン ₂₇₉ ₄₂ ₃₉, ₂₇₀
鉱研工業 ― ₂₈₆ ₁₇₀, ₁₇₀
日工 ₆₆ ― ―
テセック ― ₅₉. ₄ ₄₀, ₇₄₈
タカトリ ― ₂₁₄. ₁ ₁₁₉, ₂₅₃
鶴見製作所 ₇ ₁₃₀ ₂₂₄, ₇₇₀
三精テクノロジーズ ― ₄₂ ₂₃, ₃₅₂
酒井重工業 ₃₄₅ ― ―
北越工業 ― ₂₇₁ ₂₆₆, ₁₂₂
椿本チエイン ― ₁₄₈ ₁₂₁, ₅₀₈
大同工業 ― ₃₉₅ ₉₈, ₇₅₀
アネスト岩田 ― ₂₁₆ ₁₆₄, ₅₉₂
加藤製作所 ₂₄₉ ₈₁₅ ₆₁₅, ₃₂₅
宇野沢鉄工 ₃₉₅ ― ―
兼松エンジニアリング ₄₇ ₁₇₆. ₉ ₁₁₀, ₃₈₅
鈴茂器工 ₈₇. ₅ ― ―
フジテック ₁₂₂ ― ―
キトー ₉₈. ₇ ₁₀₄ ₁₃₀, ₅₂₀
中野冷機 ― ₇₆. ₅ ₃₀₉, ₈₂₅
日本金銭機械 ― ₂₁ ₄₀, ₆₉₈
福島工業 ₁₅₂. ₂ ― ―
竹内製作所 ₃₃. ₃ ₄₂. ₈ ₁₈₃, ₁₈₄
ＪＵＫＩ ― ₁, ₅₃₀ ₅₁₈, ₆₇₀
新晃工業 ₃₄. ₂ ― ―
ＴＰＲ ₅₆ ― ―
日本精工 ₁₂₈ ₂₁₁ ₂₈₆, ₁₁₆
ダイベア ― ₃₈ ₁₂, ₃₁₂
イーグル工業 ₁₄₆ ― ―
中北製作所 ― ₅₈ ₃₂, ₇₇₀

電気機器（1₇. 9％）
ミネベア ― ₂₁₄ ₂₈₆, ₁₁₈
山洋電気 ₃₈ ₄₈ ₃₇, ₅₈₄
三相電機 ― ₃₃₈ ₁₃₃, ₁₇₂
西芝電機 ― ₁₂₆ ₂₂, ₃₀₂
日本電産 ₁₃. ₂ ― ―
トレックス・セミコンダクター ― ₁₆. ₂ ₁₃₀, ₄₁₀
愛知電機 ₁₈₃ ₆₂ ₂₁, ₅₇₆
田淵電機 ₁₂₇ ₅₀₇ ₄₇₁, ₀₀₃
ＳＥＭＩＴＥＣ ― ₈₉ ₁₈₂, ₈₉₅
寺崎電気産業 ₁₃₉. ₂ ₁₆₈. ₃ ₁₆₄, ₉₃₄
ミマキエンジニアリング ― ₁₂₅ ₂₁₃, ₁₂₅
コンテック ― ₆₁ ₈₉, ₄₈₇
戸上電機 ― ₇₂₄ ₂₃₇, ₄₇₂
大崎電気 ― ₃₆ ₂₁, ₄₂₀
日東工業 ― ₄₃ ₈₅, ₃₁₂
沖電気 ― ₉₄₀ ₂₂₇, ₄₈₀
サンケン電気 ― ₁₀₀ ₈₆, ₅₀₀
セイコーエプソン ₁₈₅ ₅₃. ₂ ₂₅₅, ₃₆₀
サン電子 ₁₃₄. ₁ ― ―
ホーチキ ― ₂₁₁ ₁₇₈, ₀₈₄
星和電機 ₇₃ ₂₀₀ ₇₆, ₀₀₀
富士通ゼネラル ₅₅ ― ―
タムラ製作所 ― ₉₈ ₃₈, ₇₁₀
アルプス電気 ₃ ― ―
日本トリム ₁₄₉. ₇ ― ―
ローランド ディー .ジー . ― ₄₁ ₁₇₆, ₉₁₅
フオスター電機 ₂₅ ― ―
名古屋電機工業 ― ₁₃₈ ₅₆, ₃₀₄
ＳＭＫ ₇₄ ― ―

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
日本航空電子 ― ₁₃₆ ₂₇₉, ₇₅₂
古野電気 ― ₂₀₀ ₂₀₂, ₄₀₀
スミダコーポレーション ― ₁₂₄ ₈₉, ₉₀₀
リオン ₁₉. ₇ ₂₇. ₅ ₃₆, ₇₁₂
新コスモス電機 ― ₅. ₇ ₇, ₂₆₇
本多通信工業 ― ₆₃. ₄ ₅₉, ₅₉₆
アオイ電子 ― ₉₄. ₁ ₄₈₀, ₈₅₁
京写 ― ₃₇₉ ₁₅₂, ₇₃₇
新電元工業 ₁₉₀ ₁₄₁ ₈₇, ₁₃₈
日本フェンオール ₁₂₆. ₈ ₃₃. ₅ ₅₄, ₂₇₀
協立電機 ― ₂₄. ₅ ₄₂, ₈₉₉
三社電機製作所 ₇₆₃ ₂₇₃ ₁₂₈, ₅₈₃
ダイヤモンド電機 ― ₁₇₀ ₉₁, ₆₃₀
原田工業 ― ₃₃₈ ₁₁₄, ₉₂₀
日立メディコ ₃₅ ― ―
新日本無線 ₁₈₉ ― ―
ケル ― ₁₀₅ ₃₇, ₄₈₅
山一電機 ― ₅₈₉ ₄₄₇, ₀₅₁
ＮＫＫスイッチズ ― ₄₁ ₂₇, ₅₉₃
富士通フロンテック ₂₅ ₁₀₆ ₁₄₈, ₉₃₀
芝浦電子 ― ₁₃₁ ₃₁₂, ₃₀₄
ローム ― ₃. ₄ ₂₀, ₅₇₀
三井ハイテック ₆₁. ₂ ― ―
村田製作所 ― ₉. ₂ ₁₀₃, ₆₃₈
ユーシン ₁₉₅ ― ―
指月電機 ― ₁₂₄ ₅₇, ₀₄₀
日本ケミコン ― ₁₁₈ ₃₅, ₀₄₆
小糸製作所 ₃₁ ― ―
スター精密 ― ₁₆₀ ₂₆₃, ₅₂₀
MUTOH ホールディングス ₃₀₈ ― ―

輸送用機器（4. 3％）
阪神内燃機 ― ₂₆₈ ₅₆, ₈₁₆
ダイハツデイーゼル ― ₈₀ ₇₀, ₀₀₀
ニッキ ― ₁₂₅ ₅₅, ₇₅₀
川崎重工業 ― ₃₈₀ ₁₅₄, ₆₆₀
名村造船所 ₁₆₅. ₃ ₁₀₀ ₉₇, ₃₀₀
ニチユ三菱フォークリフト ― ₁₅₈ ₁₁₆, ₇₆₂
近畿車輌 ₂₁ ― ―
トヨタ自動車 ₈₂ ₉ ₅₅, ₉₈₀
三菱自動車工業 ― ₁₀₆ ₁₂₄, ₇₆₂
ユタカ技研 ₂. ₉ ₂₁. ₆ ₅₁, ₄₂₉
プレス工業 ― ₁₅₈ ₆₇, ₉₄₀
ミクニ ₁₅₇ ₃₃₇ ₁₃₆, ₄₈₅
太平洋工業 ₃₀₀. ₆ ― ―
ユニバンス ₂₁₂. ₈ ― ―
河西工業 ₁₁₂ ₃₂₀ ₃₀₅, ₂₈₀
マツダ ₈₃₆ ― ―
富士重工業 ₂₁₀ ― ―
ＴＢＫ ― ₉₈ ₆₄, ₉₇₄
日本精機 ― ₅₀ ₁₀₉, ₂₀₀
ヨロズ ₆. ₂ ― ―
テイ・エス テック ₇₄. ₈ ― ―
IJT テクノロジー HD ₁₈₃. ₄₄ ₁₇₆ ₈₇, ₈₂₄
ジャムコ ― ₂ ₄, ₆₄₈

精密機器（1. 5％）
東京計器 ― ₂₉ ₇, ₄₅₃
国際計測器 ₈₁ ₈₈ ₁₅₅, ₇₆₀
インターアクション ₀. ₅₅₆ ― ―
トプコン ― ₅₆ ₁₃₁, ₀₄₀
ジャパン・ティッシュ・エンシ ₀. ₂₃₁ ― ―
CYBERDYNE ― ₇₁ ₂₃₆, ₄₃₀

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
その他製品（2. 8％）

ブロッコリー ― ₁₈₈ ₂₄₁, ₉₅₆
ニホンフラッシュ ₁₁₀. ₅ ― ―
前田工繊 ₁₀₀. ₇ ― ―
アートネイチャー ₈₂. ₇ ― ―
サマンサタバサジャパン ― ₁₃₁ ₁₄₈, ₈₁₆
バンダイナムコ HLDGS ― ₅₆ ₁₅₀, ₃₀₄
カーディナル ₇₅. ₄ ― ―
南海プライウッド ― ₁₁₆ ₄₈, ₇₂₀
桑山 ― ₆. ₈ ₃, ₉₇₈
ヨネックス ― ₅₆ ₅₃, ₈₇₂
日本写真印刷 ― ₁₄₅. ₇ ₂₄₇, ₁₀₇
ニッピ ₂₀₄ ₁₄₄ ₁₀₆, ₄₁₆
リーガル コーポレーション ₆₂ ― ―
ローランド ₅₄. ₇ ― ―
クリナップ ₃. ₂ ― ―

電気・ガス業（1. 0％）
ファーストエスコ ― ₅₁₀. ₅ ₃₅₃, ₂₆₆

陸運業（1. 1％）
ハマキョウレックス ― ₃₉. ₃ ₁₄₂, ₀₆₉
ヒューテックノオリン ₈₁. ₂ ― ―
山九 ― ₂₈₀ ₁₄₅, ₃₂₀
トナミホールディングス ― ₅₀₈ ₁₁₈, ₈₇₂
セイノーホールディングス ₃₆ ― ―

海運業（0. 1％）
NS ユナイテッド海運 ₃₉₂ ― ―
明治海運 ― ₄₂. ₁ ₁₅, ₂₈₂
飯野海運 ₄₃ ― ―
玉井商船 ― ₂₅₅ ₃₃, ₁₅₀
川崎近海汽船 ₁ ― ―

空運業（―）
パスコ ₁₉ ― ―

倉庫・運輸関連業（0. 5％）
宇徳 ― ₂₇₆. ₆ ₁₃₀, ₀₀₂
日本コンセプト ₁₃ ₂₇. ₈ ₅₃, ₉₀₄

情報・通信業（5. 8％）
NEC ネッツエスアイ ₁₄. ₄ ― ―
エイジア ― ₈₈. ₃ ₈₆, ₅₃₄
ソリトンシステムズ ― ₈₅ ₉₃, ₅₀₀
ＧＭＯペパボ ― ₂. ₁ ₈, ₈₉₃
三菱総合研究所 ― ₂₄ ₆₂, ₁₃₆
パピレス ₆₀ ₁₈. ₅ ₄₁, ₉₉₅
ピーエスシー ₆ ₃₅. ₄ ₁₅₈, ₉₄₆
モルフォ ₈. ₄ ― ―
ネクソン ₆₅ ― ―
アイスタイル ₁₅₇ ― ―
エムアップ ― ₁₃ ₉, ₇₅₀
コロプラ ₇₁ ― ―
モバイルクリエイト ₅₆. ₈ ― ―
オークファン ₂₁. ₁ ― ―
情報企画 ― ₁₇ ₁₅, ₀₁₁
日本ファルコム ― ₁₂. ₄ ₁₅, ₁₂₈
日本アジアグループ ― ₁₄₂. ₅ ₇₂, ₂₄₇
プロシップ ― ₆₂. ₁ ₁₄₁, ₄₀₁
ビーエスピー ― ₈ ₁₈, ₆₄₀
メディア工房 ₀. ₂₂ ― ―
SRA ホールディングス ― ₉₇ ₁₅₀, ₂₅₃
アバント ₃₁. ₇ ₁₀₉ ₁₄₃, ₂₂₆
日本一ソフトウェア ₃. ₄ ― ―
ラック ― ₂₃. ₅ ₂₁, ₀₅₆
パナソニック インフォシス ₃. ₂ ― ―
ＣＥホールディングス ― ₆₄ ₉₇, ₉₂₀
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銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
口　数 口　数 評 価 額

千口 千口 千円

ジャパン・ホテル・リート投資法人 ₄ ₃. ₅₆ ₂₃₄, ₂₄₈ 

合計
口 数、 金 額 ₄ ₃. ₅₆ ₂₃₄, ₂₄₈ 
銘柄数＜比率＞ ₁銘柄 ₁銘柄  ＜₀. ₆％＞

（注 ₁ ） 合計欄の＜　＞内は、純資産総額に対する評価
額の比率。

（注 ₂ ）評価額の単位未満は切捨て。

（2）国内投資信託証券

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
ユークス ― ₁₄. ₂ ₁₀, ₂₅₂
ソースネクスト ₆ ― ―
イマジニア ₆₈. ₇ ― ―
クレスコ ― ₁₃₃. ₅ ₁₇₉, ₂₉₀
フューチャーアーキテクト ― ₁₄₄ ₈₈, ₂₇₂
CAC HOLDINGS ― ₁₃. ₂ ₁₅, ₇₃₄
ソフトバンク・テクノ ₆₀. ₃ ― ―
トーセ ₄₄. ₄ ― ―
ビーイング ― ₁₇ ₇, ₂₇₆
デジタルガレージ ₈₇. ₂ ₁₂. ₇ ₁₈, ₆₅₆
ＵＳＥＮ ― ₂₇₆ ₉₁, ₃₅₆
アルゴグラフィックス ₄₃. ₁ ― ―
ＫＤＤＩ ₁₃ ― ―
エムティーアイ ― ₉₆ ₁₀₀, ₄₁₆
ＤＴＳ ₁₀. ₄ ― ―
スクウェア・エニックス・HD ₆₆. ₇ ₇₇. ₈ ₁₆₆, ₂₅₈
シーイーシー ₁₃₅ ₁₅₃. ₃ ₁₅₃, ₇₅₉
日本システムウエア ― ₁₈₆ ₁₀₉, ₁₈₂
ソフトバンク ₃₃ ― ―

卸売業（₇. ₆％）
アスモ ₁, ₁₀₂ ― ―
神栄 ― ₁₄₂ ₂₈, ₄₀₀
アルコニックス ― ₁₆₆ ₂₂₇, ₉₁₈
あい ホールディングス ₁₈₀ ― ―
クリヤマホールディングス ₁₅₅. ₄ ₁₄₈. ₄ ₁₆₉, ₉₁₈
小野建 ₇₇ ₅₆. ₆ ₆₅, ₅₄₂
南陽 ― ₅₉. ₅ ₆₃, ₉₀₃
セフテック ― ₈₇ ₃₃, ₄₀₈
萩原電気 ₃₈. ₅ ₁₁₉ ₁₇₂, ₁₉₃
岡谷鋼機 ₆₄ ₂₁. ₇ ₁₅₁, ₄₆₆
西川計測 ― ₂₈. ₃ ₃₇, ₃₅₆
丸文 ― ₈₅. ₉ ₅₇, ₇₂₄
アイナボホールディングス ₁₉. ₇ ― ―
ハピネット ₂₅. ₈ ₄₉ ₇₉, ₂₈₂
日本ライフライン ₁₂. ₆ ― ―
オーハシテクニカ ― ₃₁. ₇ ₃₉, ₇₈₃
白銅 ― ₆₇. ₁ ₆₆, ₅₆₃
丸紅 ₁₇₀ ― ―
三井物産 ₇₄ ― ―
丸藤シートパイル ― ₂₂ ₈, ₂₅₀
三谷商事 ₂₇ ₄₄. ₉ ₁₁₈, ₄₀₁
フルサト工業 ₈. ₃ ₈₈ ₁₃₇, ₁₀₄
稲畑産業 ₁₁₈ ₁₃₀ ₁₂₈, ₄₄₀
ワキタ ₇₈ ― ―
サンワ テクノス ₁₀₃. ₈ ― ―
加賀電子 ― ₆₂ ₇₁, ₉₈₂
フオーバル ― ₇₄. ₉ ₇₆, ₈₄₇
丸紅建材リース ₄₅₃ ₁, ₁₄₃ ₃₁₈, ₈₉₇
日鉄住金物産 ― ₆₉₆ ₂₆₃, ₀₈₈
ＵＥＸ ₁₇₆. ₄ ₂₉₆ ₉₇, ₆₈₀
JK ホールディングス ₁₈₉. ₉ ― ―
東テク ₅₃. ₈ ₆₀ ₄₅, ₆₀₀
アルテック ₁₉₅ ― ―
ジェコス ₄ ₁₉₈ ₂₈₀, ₁₇₀
理研グリーン ― ₁₅ ₅, ₁₇₅

小売業（0. 9％）
まんだらけ ― ₅. ₄ ₁₈, ₀₉₀
アスクル ₇ ― ―
ブロッコリー ₄₇₉ ― ―
キタムラ ₉₁ ― ―
あみやき亭 ₃₇ ― ―
コメ兵 ₁₃₀. ₈ ₂₂ ₅₃, ₁₅₂

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
ハブ ₁₁. ₇ ― ―
きちり ₄₀. ₂ ― ―
アークランドサービス ₃₅. ₄ ― ―
ハピネス・アンド・ディ ₃₉. ₃ ― ―
クリエイト・レストランツ・ホール ₁₁. ₆ ― ―
クスリのアオキ ― ₁₆. ₆ ₇₇, ₇₇₁
メディカルシステムネットワーク ₅₀ ― ―
ヒマラヤ ₉₀. ₄ ― ―
日本瓦斯 ― ₃₄ ₇₉, ₄₅₈
イズミ ₃₃ ― ―
ファミリー ₆₇ ― ―
マルキョウ ― ₇₃ ₄₃, ₈₀₀
ハナテン ₁₉₃. ₈ ― ―
ベルク ― ₁₇ ₅₁, ₀₈₅

銀行業（0. 1％）
三菱 UFJ フィナンシャル G ₇₈₈ ― ―
三井住友フィナンシャル G ₁₂₂ ― ―
ふくおかフィナンシャル G ₂₆₂ ― ―
大分銀行 ₁₂₂ ₇₆ ₂₈, ₈₀₄
北洋銀行 ₁₄ ― ―

証券、商品先物取引業（0. 4％）
ジャフコ ₄₅. ₃ ― ―
極東証券 ― ₆₂ ₁₀₆, ₁₄₄
岩井コスモホールディング ₄₃. ₂ ― ―
マネースクウェア HD ₅₆. ₄ ― ―
マネーパートナーズ GP ― ₅₅ ₂₁, ₇₈₀
スパークス・グループ ₄₃₉. ₄ ― ―

保険業（―）
ＭＳ＆ＡＤ ₆₈ ― ―

その他金融業（0. 0％）
全国保証 ₂₆. ₇ ― ―
リコーリース ₂₆. ₅ ― ―
九州 リースサービス ― ₁₄ ₅, ₀₄₀

不動産業（2. 3％）
プレサンスコーポレーション ₃₇. ₉ ― ―
常和ホールディングス ― ₇ ₂₅, ₂₃₅
サンセイランディック ₁₂₄. ₄ ₂₆₀ ₂₀₂, ₀₂₀
オープンハウス ₂₆. ₆ ― ―
ムゲンエステート ― ₉ ₈, ₈₉₂
三井不動産 ₆₄ ― ―
レオパレス21 ― ₁₇₅ ₉₅, ₂₀₀
スターツコーポレーション ₁₅₆. ₅ ₁₁₁ ₁₇₃, ₂₇₁
日神不動産 ― ₂₀₂ ₈₇, ₄₆₆
シノケングループ ₁₃₄. ₃ ₁₀₃. ₄ ₂₃₈, ₉₅₇
エリアリンク ₁₀₆. ₇ ― ―
エフ・ジェー・ネクスト ₃₁₈. ₁ ― ―

サービス業（₆. 0％）
ネクスト ₁₁₅. ₉ ― ―
ミクシィ ― ₁₃. ₅ ₇₃, ₁₇₀
日本Ｍ＆Ａセンター ₂₁ ₂₀ ₅₇, ₉₆₀
幼児活動研究会 ₁₁₂. ₅ ₁₂₄. ₂ ₉₆, ₁₃₀
E・J ホールディングス ― ₄₁. ₄ ₄₅, ₆₂₂
ＧＣＡサヴィアン ― ₁₇ ₁₆, ₅₅₈
エス・エム・エス ― ₈₀. ₂ ₂₁₈, ₀₆₃
ソーバル ― ₁₉. ₃ ₁₆, ₃₀₈
クックパッド ₆₅ ₄₂ ₁₃₆, ₉₂₀
アルバイトタイムス ₁₇₄ ― ―
トランスジェニック ₉₁ ― ―
セントケア・ホールディング ― ₅₂ ₆₈, ₈₄₈
エムスリー ₀. ₅₁₈ ― ―
ウェルネット ― ₂ ₃, ₃₈₀
ワールドホールディングス ― ₅₂ ₅₈, ₆₅₆

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
アスカネット ₂₆. ₆ ― ―
ぐるなび ₁₄. ₉ ― ―
ジャパンベストレスキュー S ₁. ₃₂ ― ―
ヒビノ ― ₆₂. ₈ ₁₃₈, ₅₃₆
バリューコマース ₈₃ ― ―
ユナイテッド ₃₁ ― ―
レッグス ― ₃₈. ₄ ₅₇, ₆₇₆
プレステージ・インター ― ₄₄ ₄₀, ₇₄₄
セプテーニ HLDGS ₃₅₃. ₁ ₁₅₀ ₁₇₈, ₃₅₀
ドリームインキュベータ ₀. ₅₁₇ ― ―
日本エス・エイチ・エル ― ₆ ₁₄, ₈₁₄
テイクアンドギヴニーズ ₃₇. ₂ ― ―
西菱電機 ₁₃₅. ₇ ₈₉. ₄ ₁₀₇, ₁₀₁
アルプス技研 ― ₂₄ ₂₉, ₄₇₂
オリエンタルランド ₅. ₄ ― ―
クリーク・アンド・リバー社 ― ₃₆ ₂₅, ₅₆₀
山田コンサルティング GP ― ₁₁. ₆ ₃₃, ₀₆₀
ジャパンマテリアル ― ₆₃. ₁ ₂₄₈, ₂₉₈
サクセスホールディングス ₄₀. ₉ ― ―
アメイズ ― ₁₃. ₄ ₁₇, ₀₈₅
エナリス ₄. ₃ ― ―
ウエスコホールディングス ― ₂₄₁ ₈₀, ₂₅₃
東祥 ― ₁₂ ₂₆, ₃₀₄
福山コンサルタント ― ₂₅. ₅ ₁₂, ₀₃₆
セレスポ ₄₅₃ ₄₃₇ ₁₃₁, ₁₀₀
カナモト ― ₂₃ ₈₃, ₃₇₅
共成レンテム ₈₀ ₆₀ ₇₃, ₀₂₀
西尾レントオール ₃₈ ― ―
乃村工藝社 ₇₅ ― ―
丹青社 ― ₁. ₈ ₁, ₅₁₉
いであ ― ₅₇ ₈₇, ₄₉₅

千株 千株 千円

合 計
株 数、 金 額 ₃₂, ₉₈₆. ₃₀₂ ₄₆, ₂₉₁. ₈ ₃₆, ₀₈₈, ₈₇₁

銘柄数＜比率＞ ₂₄₇銘柄 ₃₂₄銘柄 ＜₉₈. ₁％＞

（注 ₁ ） 銘柄欄の（　）内は国内株式の評価総額に対する
各業種の比率。

（注 ₂ ） 合計欄の＜　＞内は、純資産総額に対する評価
額の比率。

（注 ₃ ）評価額の単位未満は切捨て。
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■投資信託財産の構成
₂₀₁₄年₁₀月₁₀日現在

項 目 当 期 末
評 価 額 比 率

千円 ％
株         式 ₃₆, ₀₈₈, ₈₇₁ ₉₃. ₂ 

投 資 信 託 証 券 ₂₃₄, ₂₄₈ ₀. ₆ 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₂, ₃₉₄, ₀₁₉ ₆. ₂ 

投 資 信 託 財 産 総 額 ₃₈, ₇₁₇, ₁₃₉ ₁₀₀. ₀ 
（注）評価額の単位未満は切捨て。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₄年₁₀月₁₀日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 38, ₇1₇, 139, 049円

コ ー ル  ・ ロ ー ン 等 ₁, ₂₈₉, ₆₉₄, ₇₇₁  
株 式（評価額） ₃₆, ₀₈₈, ₈₇₁, ₁₀₀  
投 資 信 託 証 券（評価額） ₂₃₄, ₂₄₈, ₀₀₀  
未 収 入 金 ₉₂₇, ₆₉₁, ₆₂₈  
未 収 配 当 金 ₁₇₆, ₆₃₃, ₅₅₀  

（Ｂ）負 債 1, 92₆, 182, 9₇0  
未 払 金 ₁, ₇₇₂, ₁₈₂, ₉₇₀  
未 払 解 約 金 ₁₅₄, ₀₀₀, ₀₀₀  

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 3₆, ₇90, 95₆, 0₇9  
元 本 ₁₃, ₃₉₁, ₉₄₀, ₀₀₅  
次 期 繰 越 損 益 金 ₂₃, ₃₉₉, ₀₁₆, ₀₇₄  

（Ｄ）受 益 権 総 口 数 13, 391, 940, 005口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 2₇, 4₇2円

＊ 期首における元本額は₁₃, ₃₇₂, ₈₆₆, ₅₉₉円、当期中における追加設定元本額は
₈, ₇₂₈, ₆₈₂, ₃₇₀円、同解約元本額は₈, ₇₀₉, ₆₀₈, ₉₆₄円です。

＊ 当期末における当マザーファンドを投資対象とする投資信託の元本額は、ダイワ
日本株・バリュー発掘ファンド（ダイワＳＭＡ専用）₇, ₉₄₉, ₆₁₃, ₉₅₉円、ダイワ
日本株・バリュー発掘ファンド・ヘッジ型（ダイワＳＭＡ専用）₅, ₄₄₂, ₃₂₆, ₀₄₆
円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は₂₇, ₄₇₂円です。

■損益の状況
当期　自₂₀₁₃年₁₀月₁₁日　至₂₀₁₄年₁₀月₁₀日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 521, 819, 595円

受 取 配 当 金 ₅₂₁, ₃₁₄, ₇₅₀
受 取 利 息 ₄₉₅, ₉₇₅
そ の 他 収 益 金 ₈, ₈₇₀

（Ｂ）有価証券売買損益 8, 400, 80₆, 04₆
売 買 益 ₁₃, ₀₅₈, ₉₄₇, ₉₉₄
売 買 損 △ ₄, ₆₅₈, ₁₄₁, ₉₄₈

（Ｃ）先物取引等損益 1, 891, 19₇
取 引 益 ₁₀, ₆₆₀, ₂₄₇
取 引 損 △ ₈, ₇₆₉, ₀₅₀

（Ｄ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 8, 924, 51₆, 838
（Ｅ）前期繰越損益金 15, 004, 5₇2, ₆42
（Ｆ）解 約 差 損 益 金 △ 12, 501, 391, 03₆
（Ｇ）追加信託差損益金 11, 9₇1, 31₇, ₆30
（Ｈ）合　　　　　計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ） 23, 399, 01₆, 0₇4

次期繰越損益金（Ｈ） 23, 399, 01₆, 0₇4
（注 ₁ ） 解約差損益金とは、一部解約時の解約価額と元本との差額をいい、元本を

下回る場合は利益として、上回る場合は損失として処理されます。
（注 ₂ ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る

場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

■ 1 万口当りの費用の明細
項 目 当　　　期

売買委託手数料 168円
（株式） （ 166）
（先物） （ 1）
（投資信託証券） （ 1）

有価証券取引税 ―
その他費用 ―

合 計 ₁₆₈
（注 ₁ ） 期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって

受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。費用の項
目および算出法については前掲の「 ₁ 万口当りの費用の明細」の項目の概
要をご参照ください。

（注 ₂ ） 各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。
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